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Ⅰ．調査方法等について

◆「2022 年富山県企業海外展開実態調査」の概要

１．調査対象企業

①県内に本社（本店）を有する企業

②本県にゆかりのある企業

２．調査方法

①富山県内の対象企業 1,821 社にアンケート調査を実施

②未回答もしくは回答に不備があった企業に対するヒアリング調査を実施

③ホームページ等による確認調査を実施

④回答企業 650 社（回答率 35.7％）

３．調査時期

令和 4 年 3 月～令和 4 年 5 月

◆本報告書について

１．上記調査方法①～②で得られた全回答をもとに、「海外進出状況の概要」、「調査

結果の概要（まとめ）」を作成

２．上記調査方法①～②で回答を得られた企業のうち、内容を当機構ウェブサイトで

公表することについて了承を得た企業について、「海外事業所総括表（国・地域別）」、

「海外事業所個別表」を作成

３．凡例について

・設立年月

当該事業所を設立、操業、資本参加または買収した年月

・拠点形態

当該事業所の形態（生産、販売、駐在員事務所、その他）

・事業内容

    当該事業所の事業概要



■国・地域別海外進出状況 （令和４年３月現在）
地域 国・地域名 企業数 事業所数

インド 5 7
インドネシア 12 15
韓国 5 6
カンボジア 3 3
シンガポール 11 14
タイ 43 55
中国 48 86
ネパール 1 1
フィリピン 4 4
ブータン 1 1
ベトナム 22 24
マレーシア 7 9
ミャンマー 6 6
台湾 8 9
香港 7 7

小計 183 247
オーストラリア 1 2
ニュージーランド 1 2

小計 2 4
イギリス 1 2
オランダ 1 1
スイス 1 1
スウェーデン 0 0
スペイン 1 1
チェコ 2 2
ドイツ 9 10
ハンガリー 0 0
フランス 2 2
ベルギー 1 1
ポーランド 1 1
ロシア 2 2

小計 21 23
アメリカ 17 23
カナダ 2 2

小計 19 25
ブラジル 2 2
メキシコ 6 8

小計 8 10
合計 233 309

Ⅱ．海外進出状況の概要

アジア

中南米

北米

大洋州

欧州
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国・地域名 現地企業名 企業名 頁

アジア

インド Komatsu India Pvt. Ltd, NTC Division. コマツＮＴＣ㈱ 24

SANKO GOSEI TECHNOLOGY INDIA PRIVATE LIMITED 三光合成㈱ 29

SANKO SVANCE JRG TOOLING INDIA PRIVATE LIMITED 三光合成㈱ 29

Sugino Machine India Pvt. Ltd. ㈱スギノマシン 35

インドネシア PT. KOJIN INDONESIA ㈱コージン 20

PT. SANKO GOSEI TECHNOLOGY INDONESIA 三光合成㈱ 28

PT. Lebong Sukses Energi ㈱新日本コンサルタント 32

PT. NiX Indonesia Consulting ㈱新日本コンサルタント 32

PT. Optima Tirta Energy ㈱新日本コンサルタント 33

水機工業バリ駐在員事務所 水機工業㈱ 33

PT. Sugino Machine Indonesia ㈱スギノマシン 34

PT. DAIKEN DHARMA INDONESIA 大建工業㈱ 38

インドネシア事務所 大建工業㈱ 39

PT. TAKAGI SARI MULTI UTAMA ㈱タカギセイコー 41

TOYOX CO., LTD. Jakarta Representative Office ㈱トヨックス 45

PT. Indonesia Power Spring 速水発条㈱ 48

韓国 KOKANDO KOREA Co., Ltd. ㈱広貫堂 19

Sansho KOREA Co., Ltd. 三晶MEC㈱ 30

カンボジア Sato Kogyo (CAMBODIA) Co., Ltd. 佐藤工業㈱ 26

JEC Management Consultation (Cambodia) Co., Ltd. ㈱ジェック経営コンサルタント 31

MARUWA JP CO., LTD. ㈱丸和 54

シンガポール KOKANDO AND KYOSO MIRAI ASIA PTE. LTD. ㈱広貫堂 19

KOKANDO (Singapore) PTE. LTD. ㈱広貫堂 19

Sato Kogyo (S) Pte. Ltd. 佐藤工業㈱ 26

SANKO GOSEI TECHNOLOGY (SINGAPORE) PTE. LTD. 三光合成㈱ 28

Ⅲ．海外事業所統括表（国・地域別）
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国・地域名 現地企業名 企業名 頁

アジア

シンガポール NiX Holdings Singapore Pte., Ltd. ㈱新日本コンサルタント 32

Alam NiX Renewables Pte. Ltd. ㈱新日本コンサルタント 32

Sugino Machine Singapore Pte. Ltd. ㈱スギノマシン 35

シンガポール支店 大建工業㈱ 39

シンガポール駐在員事務所 ㈱北陸銀行 51

Hokuriku (Singapore) Pte., Ltd. 北陸電気工業㈱ 52

タイ Asahi Bearing (Thailand) Ltd. ㈱旭工業 13

崎山国際会計事務所株式会社 ㈱アップロード 14

ALSYS (THAILAND) CO., LTD. ㈱アルシス 15

U MOLD (THAILAND) CO., LTD. 魚岸精機工業㈱ 15

OYABE ASIA (THAILAND) CO., LTD. ㈱小矢部精機 16

KOJIN Trading (Thailand) Co., Ltd. ㈱コージン 20

GOSHU (THAILAND) CO., LTD. 五洲薬品㈱ 23

NIPPEI TOYAMA (THAILAND) Co., Ltd. コマツＮＴＣ㈱ 24

Sato Kogyo Bangkok Co., Ltd. 佐藤工業㈱ 26

SANKO GOSEI (THAILAND) LTD. 三光合成㈱ 28

SANKO GOSEI TECHNOLOGY (THAILAND) LTD. 三光合成㈱ 28

バンコク事務所 ㈱ジェック経営コンサルタント 31

Sinei Tools (Thailand) Co., Ltd. ㈱伸栄商会 32

Sugino Machine (Thailand) Ltd. ㈱スギノマシン 35

THAI TAKAGI SEIKO CO., LTD. ㈱タカギセイコー 41

TAKANO (THAILAND) CO., LTD. タカノギケン㈱ 41

TSUNE SEIKI (THAILAND) CO., LTD. 津根精機㈱ 43

TOHO (THAILAND) Co., Ltd. 東邦工業㈱ 43

TONAMI (THAILAND) COMPANY LIMITED トナミホールディングス㈱ 44

H&R Forwarding Co., Ltd. トナミホールディングス㈱ 44

MAHAPORN TRANSPORT CO., LTD. トナミホールディングス㈱ 44

SEI Thai Electric Conductor Co., Ltd. 富山住友電工㈱ 44

TOYOX ASIA (THAILAND) CO., LTD. Bangkok Customer Support Center ㈱トヨックス 45

TOYOX ASIA (THAILAND) CO., LTD. Amata Nakorn Factory ㈱トヨックス 45

TOYOX TRADING (THAILAND) CO., LTD. ㈱トヨックス 45
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国・地域名 現地企業名 企業名 頁

アジア

タイ NSEC Co., Ltd. 日本セック㈱ 46

JRM (Thailand) Co., Ltd. ㈱日本抵抗器製作所 47

Fineplas (Thailand) Co., Ltd. ファインプラス㈱ 49

FUGEN (THAILAND) CO., LTD. 富源商事㈱ 50

OLIC (Thailand) Limited 富士製薬工業㈱ 50

バンコク駐在員事務所 ㈱北陸銀行 51

HDK (Thailand) Co., Ltd. 北陸電気工業㈱ 53

KOYO Marketing and Processing Asia ㈱マツダ 53

Matsumura Seikei (Thailand) Co., Ltd. ㈱松村精型 53

Thai Riraiense Co., Ltd.　パヤオ工場 ㈱リライエンス 54

中国 北京爽楽嘉安自動販売機販売有限公司 GRN㈱ 12

紹興旭日綿軸承有限公司 ㈱旭工業 13

浙江旭日軸承有限公司 ㈱旭工業 13

大連フェイリン管理諮詢有限公司 ㈱アップロード 14

小矢部精密机械(上海)有限公司 ㈱小矢部精機 16

金盛貿易（上海）有限公司 金森産業㈱ 17

金七（威海）海洋生物科技有限公司 かね七㈱ 17

寧波三同編織有限公司 川田ニット㈱ 17

青島協和商事貿易有限公司 ㈱協和製作所 18

蕪湖福賽宏仁精密電子有限公司 ㈱コージン 20

科索(上海)電子有限公司 コーセル㈱ 20

無錫科索電子有限公司 コーセル㈱ 20

上海科素商貿有限公司 コーセル㈱ 21

北京奥冠英有限公司　　Beijing Goldwin Co., Ltd. ㈱ゴールドウイン 22

高得運（北京）服装商貿有限公司　Goldwin China, Ltd. ㈱ゴールドウイン 22

高得運(上海)服装科技有限公司　Shanghai Goldwin Co., Ltd. ㈱ゴールドウイン 22

億達日平機床有限公司 コマツＮＴＣ㈱ 24

日平富山国際貿易（上海）有限公司 コマツＮＴＣ㈱ 24

天津三華塑膠有限公司 三光合成㈱ 27

燦曄合成科技貿易（上海）有限公司 三光合成㈱ 27

三華合成（廣州）塑膠有限公司 三光合成㈱ 27
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国・地域名 現地企業名 企業名 頁

アジア

中国 武漢三樺塑膠有限公司 三光合成㈱ 27

東莞三樺塑膠有限公司 三光合成㈱ 27

常州武進三晶自動化設備有限公司 三晶MEC㈱ 30

三福金属制造（大連）有限公司 三和金属工芸㈱ 31

皆逸希国際貿易(上海)有限公司 ㈱ジェック経営コンサルタント 31

上海杉野機械有限公司 ㈱スギノマシン 34

上海杉野機械有限公司　広州オフィス ㈱スギノマシン 34

上海杉野機械有限公司　天津オフィス ㈱スギノマシン 34

速技能機械製造（常熟）有限公司 ㈱スギノマシン 34

八光大樹貿易（深圳）有限公司 ㈱大樹 37

大建工業（寧波）有限公司 大建工業㈱ 37

大建阿美昵体（上海）商貿有限公司 大建工業㈱ 37

大連大顕高木模具有限公司 ㈱タカギセイコー 40

高和精工（上海）有限公司 ㈱タカギセイコー 40

佛山市南海華達高木模具有限公司 ㈱タカギセイコー 40

高木汽車部件（佛山）有限公司 ㈱タカギセイコー 40

武漢高木汽車部件有限公司 ㈱タカギセイコー 40

蘇州宝富塑料制品有限公司 タカラ産業㈱ 42

托納美物流（大連）有限公司 トナミホールディングス㈱ 44

東洋克斯貿易（上海）有限公司 ㈱トヨックス 45

東洋克斯貿易（上海）有限公司　大連分公司 ㈱トヨックス 46

東洋克斯貿易（上海）有限公司　広州分公司 ㈱トヨックス 46

解亜園（上海）電子製造有限公司 ㈱日本抵抗器製作所 47

上海日抵抗器貿易有限公司 ㈱日本抵抗器製作所 47

速水弾簧制品（上海）有限公司 速水発条㈱ 48

珠海鴻聖金属工業有限公司 速水発条㈱ 48

精塑汽配科技有限公司 ファインプラス㈱ 49

蘇州凱旋機電元件有限公司 ファインプラス㈱ 49

上海駐在員事務所 ㈱北陸銀行 51

大連駐在員事務所 ㈱北陸銀行 51

北陸（上海）国際貿易有限公司 北陸電気工業㈱ 52

上海北陸微電子有限公司 北陸電気工業㈱ 52

天津北陸電気有限公司 北陸電気工業㈱ 52
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国・地域名 現地企業名 企業名 頁

アジア

中国 松村精型（大連）有限公司 ㈱松村精型 53

大連日聯信息技術有限公司 ㈱林インターナショナル 54

フィリピン SANKO GOSEI PHILIPPINES, INC. 三光合成㈱ 28

ベトナム GRN Vietnam Co., Ltd. GRN㈱ 12

GRN Vietnam Co., Ltd. Hanoi Branch GRN㈱ 12

ASTEE HORIE VN CO., LTD. ㈱アスティホリエ 13

AMALC COMPANY LIMITED ㈱アルメックホンゴ 15

カチボシベトナム 勝星産業㈱ 16

Kanamori Industries Vietnam Co., Ltd. 金森産業㈱ 17

COSEL VIETNAM CO., LTD. コーセル㈱ 21

Sansho Vietnam Co., Ltd. 三晶MEC㈱ 30

在ホーチミン市タカラ産業駐在事務所 タカラ産業㈱ 42

TSK Vietnam Co., Ltd. TSK㈱ 43

NAGAE VIETNAM Ltd. ㈱ナガエ 46

Y.H SEIKO VIETNAM JSC 日嶋精型㈱ 48

HOKURIKU ALUMINIUM VIETNAM CO., LTD. 北陸アルミニウム㈱ 50

ホーチミン駐在員事務所 ㈱北陸銀行 51

チャン商店 若葉農業合同会社 54

マレーシア KOKANDO (MALAYSIA) SDN. BHD. ㈱広貫堂 19

Sato Kogyo (M) Sdn. Bhd. 佐藤工業㈱ 26

DAIKEN SARAWAK SDN. BHD. 大建工業㈱ 38

DAIKEN MIRI SDN. BHD. 大建工業㈱ 38

Hokuden (Malaysia) Sdn.Bhd. 北陸電気工業㈱ 52

ミャンマー アップロード ミャンマー株式会社 ㈱アップロード 14

Arche Systems アルケー情報㈱ 14

OTAKA MYANMAR CO., LTD. 大高建設㈱ 15

ヤンゴン営業所 佐藤工業㈱ 26

MYNMAR SUN BELL CO., LTD. ㈱姫野精工所 49
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国・地域名 現地企業名 企業名 頁

アジア

台湾 台湾皆愛企業管理咨询有限公司 ㈱ジェック経営コンサルタント 31

台灣高岡麥嘉股份有限公司 ㈱タカオカメガ 39

駐在員事務所 立山酒造㈱ 42

東亜国際股份有限公司 東亜電工㈱ 43

能作貴稀金屬股份有限公司 ㈱能作 47

香港 REALLY GAIN INTERNATIONAL LTD. ㈱カジメイク 16

金森産業（香港）有限公司 金森産業㈱ 17

広貫堂香港有限公司 ㈱広貫堂 19

COSEL ASIA LTD. コーセル㈱ 21

千壇香港有限公司 センダン電子㈱ 37

高木精工（香港）有限公司 ㈱タカギセイコー 41

大洋州

オーストラリア GRN Solutions Pty. Ltd. GRN㈱ 12

Vending Simplicity Pty. Ltd. GRN㈱ 12

ニュージーランド DAIKEN NEW ZEALAND LIMITED 大建工業㈱ 38

DAIKEN SOUTHLAND LIMITED 大建工業㈱ 38
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国・地域名 現地企業名 企業名 頁

欧州

イギリス SANKO GOSEI UK LTD. 三光合成㈱ 29

SET EUROPE LTD. 三光合成㈱ 29

スイス ゴールドウインヨーロッパ　　Goldwin Europe AG ㈱ゴールドウイン 22

チェコ SANKO GOSEI Czech s.r.o. 三光合成㈱ 30

ドイツ キタムラマシナリーGmbh キタムラ機械㈱ 18

COSEL EUROPE GmbH コーセル㈱ 21

ゴールドウインヨーロッパ　　Goldwin Europe GmbH ㈱ゴールドウイン 22

NIPPEI TOYAMA EUROPE GmbH コマツＮＴＣ㈱ 24

Sugino Europe GmbH  ㈱スギノマシン 36

TSUNE EUROPA GmbH 津根精機㈱ 42

フランス Sugino Machine France S.A.S. ㈱スギノマシン 35

ポーランド TOHO Poland Sp.zo.o. 東邦工業㈱ 43
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国・地域名 現地企業名 企業名 頁

北米

アメリカ Arche Vehicle アルケー情報㈱ 14

OYABE AMERICAS, INC. ㈱小矢部精機 16

キタムラマシナリー オブ USA株式会社 キタムラ機械㈱ 18

COSEL USA INC. コーセル㈱ 21

ゴールドウインアメリカ　　GOLDWIN AMERICA, Inc. ㈱ゴールドウイン 23

NTC AMERICA Corporation コマツＮＴＣ㈱ 25

SANKO GOSEI TECHNOLOGIES USA, INC. 三光合成㈱ 29

Sugino Corp. ㈱スギノマシン 35

Sugino Corp.　ミシガンオフィス ㈱スギノマシン 36

PACIFIC WOODTECH CORPORATION 大建工業㈱ 39

TSUNE AMERICA LLC 津根精機㈱ 42

ニューヨーク駐在員事務所 ㈱北陸銀行 50

カナダ CIPA Lumber Co. Ltd. 大建工業㈱ 39

中南米

メキシコ Komatsu Industries México S.A. de C.V. コマツＮＴＣ㈱ 25

Sanko Gosei México, S.A. de C.V. 三光合成㈱ 30

Sugino Machine México, S.A. de C.V. ㈱スギノマシン 36

Sugino Machine México, S.A. de C.V.  Aguascalientes Office ㈱スギノマシン 36

HS Power Spring México S.A. de C.V. 速水発条㈱ 48
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Ⅳ．海外事業所個別表 
 
 

GRN 株式会社 

海外事業所名 北京爽楽嘉安自動販売機販売有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 蘇州市 

所在地 江蘇省蘇州市高新区銅墩街 99号 

設立年月 2004年 5月 

従業員数 10名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売、メンテナンス 

事業内容 自動販売機の整備・販売 

 

海外事業所名 GRN Vietnam Co., Ltd. 

国・地域名 ベトナム 

都市名 Dong Nai省 

所在地 Long Duc工業団地 

設立年月 2018年 4月 

従業員数 30名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 機器整備 

事業内容 自動販売機整備、自動販売機コンサル、レンタル 

 

海外事業所名 GRN Vietnam Co., Ltd.  Hanoi Branch 

国・地域名 ベトナム 

都市名 Hung Yen省 

所在地 Pho Noi A Industrial Park 

設立年月 2020年 3月 

従業員数 6名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 機器整備 

事業内容 自動販売機整備、レンタル、コンサル 

 

海外事業所名 GRN Solutions Pty. Ltd. 

国・地域名 オーストラリア 

都市名 パース 

所在地 50-52 Kishorn Road, Applecross WA 

設立年月 2020年 4月 

従業員数 1名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 持株会社 

事業内容 経営管理 

 

海外事業所名 Vending Simplicity Pty. Ltd. 

国・地域名 オーストラリア 

都市名 ブリスベン 

所在地 128 Feathertail Place Wakerley QLD 

設立年月 2022年 3月 

従業員数 10名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 食品、飲料販売 
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株式会社旭工業 

海外事業所名 紹興旭日綿軸承有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 紹興市 

所在地 浙江省紹興市経済開発区平江路 77号 

設立年月 1995年 4月 

従業員数 350名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 旋削加工 

 

海外事業所名 浙江旭日軸承有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 紹興市 

所在地 浙江省紹興市経済開発区曹江路 

設立年月 2003年 2月 

従業員数 350名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 旋削加工 

 

海外事業所名 Asahi Bearing (Thailand) Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 ラヨーン県 

所在地 7/449 Moo 6, T. Mabyangporn, A. Pluakdaeng, Rayong, Thailand 21140 

アマタシティ工業団地 

設立年月 2013年 1月 

従業員数 150名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産 

事業内容 旋削加工 

 

 

 
株式会社アスティホリエ 

海外事業所名 ASTEE HORIE VN CO., LTD. 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ビンズオン省 

所在地 Lot B2.5, Road D1, Dong An 2 Industrial Park, Hoa Phu Ward, Thu Dau Mot 

District, Binh Duong Province, Vietnam 

設立年月 2008年 9月 

従業員数 400名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産、販売、市場開拓 

事業内容 プラスチック塗装・蒸着・印刷 
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株式会社アップロード 

海外事業所名 大連フェイリン管理諮詢有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 大連市 

所在地 遼寧省大連市新開路 

設立年月 2012年 10月 

従業員数 1名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 駐在員事務所、その他 

事業内容 本社の現地業務サポート 

 

海外事業所名 崎山国際会計事務所株式会社 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク  

所在地 Sukhumvit 13 

設立年月 2014年 4月 

従業員数 5名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売、その他 

事業内容 会計業務 

 

海外事業所名 アップロード ミャンマー株式会社 

国・地域名 ミャンマー 

都市名 ヤンゴン  

所在地 Latha Township 

設立年月 2014年 4月 

従業員数 11名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産、販売、その他 

事業内容 会計法律業務 

 

 

 

アルケー情報株式会社 

海外事業所名 Arche Systems 

国・地域名 ミャンマー 

都市名 ヤンゴン 

所在地  

設立年月  

従業員数 0名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売、開発 

事業内容 業務アプリケーションの設計・開発・導入 

 

海外事業所名 Arche Vehicle 

国・地域名 アメリカ 

都市名 サンアントニオ 

所在地   

設立年月 2019年 1月 

従業員数 0名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 AIカートの販売 
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株式会社アルシス 

海外事業所名 ALSYS (THAILAND) CO., LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名  

所在地 No. 9/38-39 Moo 19 Phaholyothin RD., Klong Nueng Klong Luang, 

Pathumthani 12120 （ナワナコン工業団地） 

設立年月 2002年 10月 

従業員数 17名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 アルミ形材生産設備設計製作 

 
 

 
株式会社アルメックホンゴ 

海外事業所名 AMALC COMPANY LIMITED 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ハノイ 

所在地 5F, the front of zone A, Toserco bld. 273 Kim Ma, BaDinh, Hanoi, Vietnam 

設立年月 2019年 4月 

従業員数 4名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 M/C設計事務所 

事業内容  

 

 

 
魚岸精機工業株式会社 

海外事業所名 U MOLD (THAILAND) CO., LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名  

所在地 45 Moo4 Soi Watmahawong, Poochaosamingprai Rd., Samrong, Prapadeang, 

Samutprakarn 10130 

設立年月 2004年 11月 

従業員数 65名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 ダイカスト金型 

 

 

 
大高建設株式会社 

海外事業所名 OTAKA MYANMAR CO., LTD 

国・地域名 ミャンマー 

都市名 ヤンゴン 

所在地 Building No.5, B-3 Aung Zeya Road, Yankin Township, Yangon 

設立年月 2018年 6月 

従業員数 6名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 現地法人 

事業内容 土木・建築その他 
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株式会社小矢部精機 

海外事業所名 小矢部精密机械(上海)有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市浦東新区川沙路 6999号 B区 9号 

設立年月 2005年 4月 

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容 機械組立、販売 

 

海外事業所名 OYABE AMERICAS, INC. 

国・地域名 アメリカ 

都市名  

所在地 8205 Estates Parkway Suite I, Plain City, OH 43064 

設立年月 2014年 1月 

従業員数 3名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 機械販売 

 

海外事業所名 OYABE ASIA (THAILAND) CO., LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名  

所在地 PEC Building 26/4 Moo3 Lamlukka Rd., Ladsawai, Amphur Lamlukka, 

Pathumyhanee 12150 

設立年月 2018年 5月 

従業員数 5名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 機械販売 

 

株式会社カジメイク 

海外事業所名 REALLY GAIN INTERNATIONAL LTD. 

国・地域名 香港 

都市名 香港 

所在地 九龍 

設立年月 1994年 4月 

従業員数 1名 

拠点形態 その他 

事業内容 商品検品、得意先からの OEM受注 

 

勝星産業株式会社 

海外事業所名 カチボシベトナム 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ホーチミン市 

所在地 リンチュン輸出加工区 

設立年月 1997年 

従業員数 約 180名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 作業用手袋製造 
 



 

17 

金森産業株式会社 

海外事業所名 金森産業（香港）有限公司 

国・地域名 香港 

都市名 九龍 

所在地 Rm709-710, 7/F, Tower 1 Silvercord, Tsim Sha Tsui, Kowloon Hong Kong 

設立年月 2012年 2月 

従業員数 2名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 合成樹脂・化学薬品等販売 

 

海外事業所名 金盛貿易（上海）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 Zip code; 200436 room 716, Yongding bld No,3388 Gonghexin rd, Zhabei 

district Shanghai China 

設立年月  

従業員数 5名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 販売 

事業内容 金属加工製品、合成樹脂製品等販売 

 

海外事業所名 Kanamori Industries Vietnam Co., Ltd. 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ハノイ市バディン区 

所在地 Unit1801 DMC TOWER,535 Kim Ma, Ba Dinh, Ha Noi, Vietnam 

設立年月 2011年 9月 

従業員数 5名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 販売 

事業内容 合成樹脂・化学薬品等販売 

 

かね七株式会社 

海外事業所名 金七（威海）海洋生物科技有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 威海市 

所在地 山東省威海市経済技術開発区 

設立年月 2020年 10月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 水産品食品、調味料の加工・販売等 

 

川田ニット株式会社 

海外事業所名 寧波三同編織有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 寧波市 

所在地 浙江省寧波市高新区光華路 391号 

設立年月 1995年 11月 

従業員数 65名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 トリコット生地の製造・販売 
 



 

18 

 
キタムラ機械株式会社 

海外事業所名 キタムラマシナリーGmbh 

国・地域名 ドイツ 

都市名 デュッセルドルフ 

所在地 Wahlerstrasse 39, 40472 Dusseldorf, Germany 

設立年月 1984年 

従業員数 8名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 販売 

事業内容 マシニングセンタの販売、保守サービス 

 

海外事業所名 キタムラマシナリー オブ USA株式会社 

国・地域名 アメリカ 

都市名  

所在地 451 Kingstone Court, Mount Prospect, IL U.S.A. 

設立年月 1982年 

従業員数 17名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 販売 

事業内容 マシニングセンタの販売、保守サービス 

 
 
 
株式会社協和製作所 

海外事業所名 青島協和商事貿易有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 青島市 

所在地 山東省青島市市南区福州南路 8号 中天恒大厦 705室 

設立年月 2013年 10月 

従業員数 4名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売、市場開拓、調達 

事業内容 産業機械部品仕入・販売 
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株式会社広貫堂 

海外事業所名 広貫堂香港有限公司 

国・地域名 香港 

都市名 新界 

所在地 Flat R, 4/F, Valiant Industrial Centre, 2-12 Au Pui Wan Street, Fo Tan, N.T. 

Hong Kong SAR 

設立年月 2013年 3月 

従業員数 3名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 医薬品、食品、化粧品、雑貨の輸出及び輸入販売業 

 

海外事業所名 KOKANDO KOREA Co., Ltd. 

国・地域名 韓国 

都市名 仁川 

所在地 #301, 3rd Floor, 21, 12Beonan-gil, Boseok-ro, Seo-gu, Incheon City, 22766 

設立年月 2011年 9月 

従業員数 3名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 医薬品、食品、化粧品、雑貨の輸出及び輸入販売業 

 

海外事業所名 KOKANDO (MALAYSIA) SDN. BHD. 

国・地域名 マレーシア 

都市名 スランゴール州 

所在地 Block D-39-1, Jalan Medan Selayang 1, Medan Selayang Business Center, 

68100 Batu Caves, Selangor 

設立年月 2014年 6月 

従業員数 4名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 医療機器、雑貨の輸出入、販売 

 

海外事業所名 KOKANDO AND KYOSO MIRAI ASIA PTE. LTD. 

国・地域名 シンガポール 

都市名 シンガポール 

所在地 180B Bencoolen Street #04-03 The Bencoolen Singapore 189648 

設立年月 2015年 1月 

従業員数 0名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 統括・管理 

事業内容 輸出入を含む販売及び投資、持株会社 

 

海外事業所名 KOKANDO (Singapore) PTE. LTD. 

国・地域名 シンガポール 

都市名 シンガポール 

所在地 180B Bencoolen Street #04-03 The Bencoolen Singapore 189648 

設立年月 2014年 6月 

従業員数 6名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 医療機器、雑貨の輸出入、販売 
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株式会社コージン 

海外事業所名 PT. KOJIN INDONESIA 

国・地域名 インドネシア 

都市名 ブカシ県 

所在地 Block LL-8-1, MM2100 Industrial Town, West Cikarang, Bekasi 17520, West 

Java, Indonesia 

設立年月 2003年 8月 

従業員数 50名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 プラスチックインサート成形、電気機械部品製造販売 

 

海外事業所名 KOJIN Trading (Thailand) Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地 324/35 Bangna Residence, Room no. 206, 2nd Fl., Sanpawud Road, Bangna, 

Bangkok 10260 Thailand 

設立年月 2017年 6月 

従業員数 5名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 電気機械部品販売 

 

海外事業所名 蕪湖福賽宏仁精密電子有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 蕪湖 

所在地 15 YangMing Road Jiujiang Development Zone Wuhu 

設立年月 2019年 6月 

従業員数 60名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 プラスチックインサート成形、電気機械部品製造販売 

 

コーセル株式会社 

海外事業所名 科索(上海)電子有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海 

所在地 Unit 709, Tower 1, Kerry Everbright City 218 Tian Mu Road West, Jingan 

District Shanghai 200070 

設立年月 2002年 11月 

従業員数   名（うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 当社製品（電源、ノイズフィルタ）販売 

 

海外事業所名 無錫科索電子有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 江蘇省無錫市 

所在地 No.82-9, Dicui Road, Binhu District, Wuxi, Jiangsu 214072 

設立年月 2011年 12月 

従業員数   名（うち日本人 2名） 

拠点形態 生産 

事業内容 当社製品（電源）製造 
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海外事業所名 上海科素商貿有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海 

所在地 Unit 704, Tower 1, Kerry Everbright City 218 Tian Mu Road West, Jingan 

District Shanghai 200070 

設立年月 2011年 11月 

従業員数   名（うち日本人 0名） 

拠点形態 生産（物流） 

事業内容 当社製品（電源）生産（物流） 

 

海外事業所名 COSEL ASIA LTD. 

国・地域名 香港 

都市名 九龍 

所在地 Room 707, 7/F, Westin Centre, 26 Hung To Road, Kwun Tong, Kowloon, Hong 

Kong 

設立年月 1998年 5月 

従業員数   名（うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 当社製品（電源、ノイズフィルタ）販売 

 

海外事業所名 COSEL VIETNAM CO., LTD. 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ホーチミン 

所在地 Lot No B26/Ⅱ- B27/Ⅱ, 5 Street, Vinh Loc Industrial Park, Binh Chanh 

District, Ho Chi Minh City 

設立年月 2015年 8月 

従業員数   名（うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 当社製品部材（トランス）製造 

 

海外事業所名 COSEL EUROPE GmbH 

国・地域名 ドイツ 

都市名 フランクフルト 

所在地 Berner Str. 53 60437 Frankfurt 

設立年月 1997年 7月 

従業員数   名（うち日本人 2名） 

拠点形態 販売 

事業内容 当社製品（電源、ノイズフィルタ）販売 

 

海外事業所名 COSEL USA INC. 

国・地域名 アメリカ 

都市名 カリフォルニア州 サンノゼ 

所在地 1546 Montague Expressway San Jose, CA 95131 

設立年月 1990年 5月 

従業員数   名（うち日本人 2名） 

拠点形態 販売 

事業内容 当社製品（電源、ノイズフィルタ）販売 
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株式会社ゴールドウイン 

海外事業所名 ゴールドウインヨーロッパ  GOLDWIN EUROPE AG 

国・地域名 スイス 

都市名   

所在地 CH-5405 Baden-daettwil Taefernstrasse 14A 

設立年月 2011年 12月 

従業員数 1名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 スポーツウェアの輸入販売 

 

海外事業所名 ゴールドウインヨーロッパ  Goldwin Europe GmbH 

国・地域名 ドイツ 

都市名 ミュンヘン 

所在地 ARQIS Rechtsanwälte Prinzregentenplatz 7, 81675 Műnchen 

設立年月 2020年 1月 

従業員数 5名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 スポーツウェアの販売 

 

海外事業所名 北京奥冠英有限公司  BEIJING GOLDWIN CO., LTD. 

国・地域名 中国 

都市名 北京市 

所在地 北京市順義区天竺空港工業区 B区 

設立年月 1995年 4月 

従業員数 88名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 スポーツウェアの製造販売 

 

海外事業所名 高得運（北京）服装商貿有限公司 Goldwin China, Ltd. 

国・地域名 中国 

都市名 北京市 

所在地 北京市朝阳区建国路甲 92号-4至 24层内 4层 402-4 

設立年月 2021年 7月 

従業員数 2名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 スポーツウェアの販売 

 

海外事業所名 高得運（上海）服装科技有限公司  SHANGHAI GOLDWIN CO., LTD. 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市静安区環球世界大厦愚園路 172号 1703室 

設立年月 2014年 9月 

従業員数 8名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 スポーツウェアの販売 
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海外事業所名 ゴールドウインアメリカ  GOLDWIN AMERICA, Inc. 

国・地域名 アメリカ 

都市名 サンフランシスコ 

所在地 444 Jackson Street San Francisco, CA 94111 

設立年月 2013年 7月 

従業員数 4名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 スポーツウェアの販売 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
五洲薬品株式会社 

海外事業所名 GOSHU (THAILAND) CO., LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地 Sukhumvit 62 Yak-1, Phrakanong Tai, Phrakanong, Bangkok 10260 Thailand 

設立年月 2019年 2月 

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  
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コマツＮＴＣ株式会社 

海外事業所名 億達日平機床有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 大連市 

所在地 大連市甘井子区軟件園路 11号 

設立年月 1996年 

従業員数 477名 （うち日本人 8名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 汎用 CNC工作機械､トランスファーマシン及び部品の製造、販売 

 

海外事業所名 日平富山国際貿易（上海）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市浦東新区金科路 2889弄 6号 長泰広場 E棟 2F 

設立年月 2003年 

従業員数 19名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 販売 

事業内容 工作機械､産業機械の販売､技術･アフターサービス 

 

海外事業所名 NIPPEI TOYAMA (THAILAND) Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 サムットプラカーン県 

所在地 28/9 Moo 3, Bangna-Trad Road Km.23, Bangsaothong, Bangsaothong, 

Samutprakarn, Thailand 10570 

設立年月 2004年 

従業員数 13名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 工作機械､産業機械の販売､技術･アフターサービス 

 

海外事業所名 Komatsu India Pvt. Ltd, NTC Division. 

国・地域名 インド 

都市名 プネー 

所在地 Plot No. A-64, H-Block, Midc Pimpri, Pune-411 018, India 

設立年月 2015年 

従業員数 25名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 販売 

事業内容 工作機械､産業機械の販売､技術･アフターサービス 

 

海外事業所名 NIPPEI TOYAMA EUROPE GmbH 

国・地域名 ドイツ 

都市名 リュッセルスハイム 

所在地 Eisenstrasse 3, 65428 Ruesselsheim, Germany 

設立年月 1992年 

従業員数 3名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 工作機械､産業機械の販売､技術･アフターサービス 
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海外事業所名 NTC AMERICA Corporation 

国・地域名 アメリカ 

都市名 ミシガン州 

所在地 46605 Magellan Dr. Novi, MI. 48377, U.S.A. 

設立年月 1984年 

従業員数 31名 （うち日本人 7名） 

拠点形態 販売 

事業内容 工作機械､産業機械の販売､技術･アフターサービス 

 

海外事業所名 Komatsu Industries Mexico S. A. de C. V. 

国・地域名 メキシコ 

都市名 アグアスカリエンテス市 

所在地 Avenida Aguascalientes No.920 Col. Parras, Aguascalientes, AGS., C.P. 

20157, Estados Unidos Mexicanos 

設立年月 2016年 

従業員数 11名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 販売 

事業内容 工作機械､産業機械の販売､技術･アフターサービス 
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佐藤工業株式会社 

海外事業所名 Sato Kogyo (S) Pte. Ltd. 

国・地域名 シンガポール 

都市名   

所在地 149 Rochor Road, #04-14/15, Fu Lu Shou Complex, Singapore 188425 

設立年月 2002年 6月 

従業員数  

拠点形態 海外現地法人 

事業内容 総合建築業 

 

海外事業所名 Sato Kogyo (M) Sdn. Bhd. 

国・地域名 マレーシア 

都市名 クアラルンプール 

所在地 405, Lebel 4, Uptown 2,2, Jalan SS 21/37, Damansara Uptown 47400 

Petaling Jaya, Selangor Darul Ehsan, Malaysia 

設立年月 1991年 11月 

従業員数  

拠点形態 海外現地法人 

事業内容 総合建築業 

 

海外事業所名 Sato Kogyo Bangkok Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地 25 Bangkok Insurance/Y.W.C.A.Building, 20th Floor South Sathorn Road, 

Khwang Tungmahamek, Khet Sathorn, Bangkok 10120 Thailand 

設立年月 1996年 5月 

従業員数  

拠点形態 海外現地法人 

事業内容 総合建築業 

 

海外事業所名 Sato Kogyo (CAMBODIA) Co., Ltd. 

国・地域名 カンボジア 

都市名 プノンペン 

所在地 Phnom Penh Special Economic Zone Office, Trapaingkol Village, National 

Road No.4 Sangkat Kantouk, Khan Posenchey, Phnom Penh Cambodia 

設立年月 2011年 4月 

従業員数  

拠点形態 海外現地法人 

事業内容 総合建築業 

 

海外事業所名 ヤンゴン営業所 

国・地域名 ミャンマー 

都市名 ヤンゴン 

所在地 #1206 12th Floor, SAKURA TOWER No339, Bogyoke Aung San Rd, 

Kyauktada T/S, Yangon, Myanmar 

設立年月 2018年 7月 

従業員数  

拠点形態 営業所 

事業内容 総合建築業 
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三光合成株式会社 

海外事業所名 天津三華塑膠有限公司  

国・地域名 中国 

都市名 天津市 

所在地 天津市経済技術開発区南海路 156号津濱工業園 26号 

設立年月 2003年 6月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 オート・OA 関連のプラスチック成形品の製造、加工、塗装（水性・油性）、印刷、組立

品及びプラスチック成形用金型等の販売 

 

海外事業所名 燦曄合成科技貿易（上海）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市延安西路 2201号上海國際貿易中心 1210室 

設立年月 2004年 11月 

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容 精密合成樹脂製品及び金型の販売 

 

海外事業所名 三華合成（廣州）塑膠有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 東莞市 

所在地 廣東省東莞市厚街鎮厚街科技工業園工業中路廣澤汽車飾件有限公司（二廠）内 

設立年月 2005年 2月 

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容 合成樹脂製品及び金型の販売 

 

海外事業所名 武漢三樺塑膠有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 孝感市 

所在地 湖北省孝感市開発区孝天事務所岱山路 11号 

設立年月 2018年 1月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容  

 

海外事業所名 東莞三樺塑膠有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 東莞市 

所在地 廣東省東莞市厚街鎮厚街科技工業園工業中路廣澤汽車飾件有限公司二廠内 

設立年月 2018年 4月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 工業用プラスチック成形部品及び金型の製造・販売 
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海外事業所名 SANKO GOSEI PHILIPPINES, INC. 

国・地域名 フィリピン 

都市名 バタンガス州 

所在地 Lot 11-B，Phase-1B, First Philippine Industrial Park, Brgy. Ulango, Tanauan City, 

Batangas 4232 

設立年月 2013年 5月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 プラスチック射出成型用金型及び工業用プラスチック精密成形部品の製造･販売 

 

海外事業所名 PT. SANKO GOSEI TECHNOLOGY INDONESIA 

国・地域名 インドネシア 

都市名 カラワン 

所在地 JI. Surya Utama Kav.1-21A, Kawasan Industri Surya Cipta.Karawang-41361 

Indonesia 

設立年月 2003年 6月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 精密合成樹脂製品の製造・販売 

 

海外事業所名 SANKO GOSEI TECHNOLOGY （SINGAPORE） PTE. LTD. 

国・地域名 シンガポール 

都市名  

所在地 2 Jurong East Street 21, IMM Bldg, Singapore 

設立年月 1987年 2月 

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容 精密合成樹脂製品の販売 

 

海外事業所名 SANKO GOSEI (THAILAND) LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名 アユタヤ 

所在地 Rojana Industrial Park, 21/14 Moo 9, Kanham A. U-Thai, Phranakorn Sri Ayutthaya 

13210 

設立年月 1996年 1月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 プラスチック射出成型用金型及び工業用プラスチック精密成形部品の製造・販売 

 

海外事業所名 SANKO GOSEI TECHNOLOGY (THAILAND) LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名 ラヨン 

所在地 64/20 Moo 4, Eastern Seaboard Industrial Estate Tambon Pluakdaeng, 

Amphur Plunakdaeng Rayong 21140 

設立年月 1994年 12月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 自動車用塗装バンパー、トリム類及び工業用プラスチック成形部品の製造・販売 
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海外事業所名 SANKO GOSEI TECHNOLOGY INDIA PRIVATE LIMITED 

国・地域名 インド 

都市名 マネサール 

所在地 469-471, Sec-08 IMT Manesar Gurgaon 122 050 Haryana 

設立年月 2011年 3月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 部品設計・金型設計のサービス販売、精密合成樹脂製品の製造・販売 

 

海外事業所名 SANKO SVANCE JRG TOOLING INDIA PRIVATE LIMITED 

国・地域名 インド 

都市名 バワール    

所在地 Plot No.16, Sec-5, HSIDC Bawal Distt. Rewari-123501, Haryana 

設立年月 2012年 11月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 主に大型自動車用品向け金型の製造・販売 

 

海外事業所名 SANKO GOSEI UK LTD. 

国・地域名 イギリス 

都市名 ランカシャー 

所在地 15/17 Seddon Place, Stanley Industrial Estate, Skelmersdale, Lancashire, 

WN8 8EB 

設立年月 1987年 10月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 合成樹脂製品の製造・販売 

 

海外事業所名 SET EUROPE LTD. 

国・地域名 イギリス 

都市名 ランカシャー 

所在地 15/17 Seddon Place, Stanley Industrial Estate, Skelmersdale, Lancashire 

WN8 8EB 

設立年月 2003年 5月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売、研究開発・メンテナンス 

事業内容 金型の製造、販売、改造、修理、メンテナンス 

射出成形関連のエンジニアリングサービス（研究開発含む） 

 

海外事業所名 SANKO GOSEI TECHNOLOGIES USA, INC. 

国・地域名 アメリカ 

都市名 インディアナ州フォートウェイン 

所在地 6509 Moeller Road, Fort Wayne, Indiana 46806, U.S.A. 

設立年月 2012年 11月 

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容 精密合成樹脂製品及び金型の販売 
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海外事業所名 SANKO GOSEI MEXICO, S.A. DE C.V. 

国・地域名 メキシコ 

都市名 グァナファト州 

所在地 Ferropuerto 205, Rincon de Tamayo Celaya Guanajuato C.P. 38150 

設立年月 2012年 7月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 工業用プラスチック成形部品及び金型の製造・販売 

 

海外事業所名 SANKO GOSEI Czech s.r.o. 

国・地域名 チェコ 

都市名 Ovcary (オヴチャーリ) 

所在地 Prumyslova zona Ovcary 307, 280 02 Ovcary, Czech Republic 

設立年月 2019年 9月 

従業員数  

拠点形態 生産、販売 

事業内容 工業用プラスチック成形部品及び金型の製造・販売 

 

 

 

三晶 MEC 株式会社 

海外事業所名 常州武進三晶自動化設備有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 常州市 

所在地 江蘇省常州市武進高進区西湖路 8号津通工業園 ID 

設立年月 2011年 8月 

従業員数 48名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 生産 

事業内容 生産用機械器具製造 

 

海外事業所名 Sansho KOREA Co., Ltd. 

国・地域名 韓国 

都市名 水原市 

所在地 京畿道水原市勧善区産業路 155-21 

設立年月 2012年 6月 

従業員数 36名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 生産 

事業内容 生産用機械器具製造 

 

海外事業所名 Sansho Vietnam Co., Ltd. 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ビンズオン省 

所在地 No.6 Street 6, VSIP2, Hoa Phu Ward, Thu Dau Mot City 

設立年月 2014年 3月 

従業員数 177名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 プラスチック成形 
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三和金属工芸株式会社 

海外事業所名 三福金属制造（大連）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 大連市 

所在地 大連市金州区 

設立年月 2004年 8月 

従業員数 50名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 アルミダイカスト製造 

 

 

株式会社ジェック経営コンサルタント 

海外事業所名 皆逸希国際貿易(上海)有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市长宁区遵义南路 88号协泰中心 2305室 

設立年月 2012年 10月 

従業員数 2名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 市場開拓 

事業内容 中国進出企業のコンサルティングサービス、富山県の伝統工芸品等の販売代理 

 

海外事業所名 台湾皆愛企業管理咨询有限公司 

国・地域名 台湾 

都市名 台北市 

所在地 台北市信義區信義路五段 5號 4樓 4B14室 

設立年月 2012年 11月 

従業員数 5名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 市場開拓 

事業内容 台湾進出企業のコンサルティングサービス、能作ショップ等展開、観光客誘客事業 

 

海外事業所名 バンコク事務所 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地 2/123 Soi Krongthepkreetha 7 Krongthepkreetha Rd. Huamak Bangkapi, 

Bangkok 10240 

設立年月 2015年 7月 

従業員数 2名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 市場開拓 

事業内容 タイ進出企業のコンサルティングサービス、能作ショップ等展開 

 

海外事業所名 JEC Management Consultation (Cambodia) Co., Ltd. 

国・地域名 カンボジア 

都市名 プノンペン 

所在地 KT Tower, St.112, #23, Phsar Depo3 Toul Kong, Phnom Penh, Cambodia 

設立年月 2016年 4月 

従業員数 2名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 市場開拓 

事業内容 カンボジア中小企業へのコンサルティングサービスの提供 
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株式会社伸栄商会 

海外事業所名 Sinei Tools (Thailand) Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地 バンナー Bangna 

設立年月 2013年 10月 

従業員数 6名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 工作機械、工具の販売・加工委託販売 

 

株式会社新日本コンサルタント 

海外事業所名 NiX Holdings Singapore Pte., Ltd. 

国・地域名 シンガポール 

都市名 シンガポール 

所在地   

設立年月 2016年 5月 

従業員数 0名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 その他 

事業内容 海外プロジェクト統括・開発 

 

海外事業所名 Alam NiX Renewables Pte. Ltd. 

国・地域名 シンガポール 

都市名 シンガポール 

所在地   

設立年月 2021年 8月 

従業員数 0名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 プロジェクトカンパニー 

事業内容 太陽光発電（第三者所有モデル）事業開発・運営 

 

海外事業所名 PT. Lebong Sukses Energi 

国・地域名 インドネシア 

都市名 ジャカルタ 

所在地   

設立年月 2016年 11月 

従業員数 0名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 プロジェクトカンパニー 

事業内容 水力発電開発・運営 

 

海外事業所名 PT. NiX Indonesia Consulting 

国・地域名 インドネシア 

都市名 ジャカルタ 

所在地   

設立年月 2019年 4月 

従業員数 7名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 技術サービス、コンサルティング 

事業内容 水力発電開発、設計、コンサルティング 
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海外事業所名 PT. Optima Tirta Energy 

国・地域名 インドネシア 

都市名 ジャカルタ 

所在地   

設立年月 2019年 11月 

従業員数 0名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 プロジェクトカンパニー 

事業内容 水力発電開発・運営 

 

 
 
水機工業株式会社 

海外事業所名 水機工業バリ駐在員事務所 

国・地域名 インドネシア 

都市名 バリ州デンパサール 

所在地 デンパサール 

設立年月 2019年 4月 

従業員数 2名（うち日本人 0名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 現地調査・情報収集 
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株式会社スギノマシン 

海外事業所名 上海杉野機械有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市普陀区岚皋路 597号 品尊十八英尺行政公馆 304-305室 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  

 

海外事業所名 上海杉野機械有限公司 広州オフィス 

国・地域名 中国 

都市名 広州市 

所在地 広東省広州市天河区体育西路 57号 紅盾大厦 1401-A12 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  

 

海外事業所名 上海杉野機械有限公司 天津オフィス 

国・地域名 中国 

都市名 天津市 

所在地 天津市河西区馬場道 59増 1号 平安大厦 15層Ｃ単元 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  

 

海外事業所名 速技能機械製造（常熟）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 常熟市 

所在地 江蘇省常熟東南街道廬山路 93号 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 生産 

事業内容  

 

海外事業所名 PT. Sugino Machine Indonesia 

国・地域名 インドネシア 

都市名 ジャカルタ 

所在地 Thamrin Executive Business Park #BP-02, Jl. Thamrin Avenue No.1 Kebon 

Melati-Tanah Abang, Jakarta Pusat 10230, Indonesia 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  
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海外事業所名 Sugino Machine Singapore Pte. Ltd. 

国・地域名 シンガポール 

都市名   

所在地 22 Sin Ming Lane, #02-87 Midview City, Singapore 573969 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  

 

海外事業所名 Sugino Machine (Thailand) Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 アユタヤ 

所在地 Hi-Tech Industrial Estate (Free Zone) 169M. 1, T. Ban-Lane, A. Bang Pa-In 

Ayutthaya, 13160 Thailand 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  

 

海外事業所名 Sugino Machine India Pvt. Ltd. 

国・地域名 インド 

都市名 グルガオン 

所在地 Unit No.202, Second Floor, Time Tower, MG Road, Gurgaon –122002, 

Haryana, India 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  

 

海外事業所名 Sugino Machine France S.A.S. 

国・地域名 フランス 

都市名   

所在地 34, rue Louis ULBACH 92400 Courbevoie France 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  

 

海外事業所名 Sugino Corp. 

国・地域名 アメリカ 

都市名 シカゴ 

所在地 1380 Hamilton Parkway Itasca, Illinois 60143, U.S.A. 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  
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海外事業所名 Sugino Corp. ミシガンオフィス 

国・地域名 アメリカ 

都市名 ミシガン 

所在地 49145 Wixom Tech Drive, Wixom, MI 48393, U.S.A. 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  

 

海外事業所名 Sugino Machine Mexico, S. A. de C. V. 

国・地域名 メキシコ 

都市名 モンテレイ 

所在地 Av. Eugenio. Garza Sada Sur No.3968, La Placita Centro Comercial L6, 

Contry, Monterrey, Nuevo Leon, Mexico CP 64780 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  

 

海外事業所名 Sugino Machine Mexico, S.A. de C.V. Aguascalientes Office 

国・地域名 メキシコ 

都市名 アグアスカリエンテス 

所在地 Av. Las Americas #601 Int.802 Fracc. La Fuente, Aguascalientes, AGS. 

Mexico CP 20239 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  

 

海外事業所名 Sugino Europe GmbH 

国・地域名 ドイツ 

都市名   

所在地 T.O.P.A.S. 1, Mergenthalerallee 77, 65760 Eschborn, Germany 

設立年月  

従業員数  

拠点形態 販売 

事業内容  
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センダン電子株式会社 

海外事業所名 千壇香港有限公司 

国・地域名 香港 

都市名 香港 

所在地  

設立年月 1999年 8月 

従業員数 0名 

拠点形態 休業状態 

事業内容  

 
 
 

株式会社大樹 

海外事業所名 八光大樹貿易（深圳）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 深圳市 

所在地 広東省深圳市南山区沙河街道星河街社区深南大道 9030 号沙河世紀假日広場 A

座 1608 

設立年月 2010年 5月 

従業員数 3名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 プラスチック文具の検品及びナイロンフィルムの販売 

 

 

 

 

 

 

大建工業株式会社 

海外事業所名 大建工業（寧波）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 浙江省余姚市 

所在地 泗門鎮工業開発区 

設立年月 2002年 4月 

従業員数 177名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産 

事業内容 住宅機器製造 

 

海外事業所名 大建阿美昵体（上海）商貿有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市茂名南路 205号 瑞金大厦 2302室 

設立年月 2008年 4月 

従業員数 12名 （うち日本人 4名） 

拠点形態 販売 

事業内容 住宅機器販売 
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海外事業所名 PT. DAIKEN DHARMA INDONESIA 

国・地域名 インドネシア 

都市名 ジャワ島東ジャワ州スラバヤ市 

所在地 JI. Kalianak No.55, Kalianak, Asemrowo, Kota SBY, Jawa Timur 

設立年月 2015年 11月 

従業員数 160名 （うち日本人 5名） 

拠点形態 生産 

事業内容 住宅機器製造 

 

海外事業所名 DAIKEN NEW ZEALAND LIMITED 

国・地域名 ニュージーランド 

都市名 ランギオラ市 

所在地 Upper Sefton Road, Ashley, Rangiora, 7477, New Zealand 

設立年月 1976年 

従業員数 60名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産 

事業内容 MDF製造 

 

海外事業所名 DAIKEN SOUTHLAND LIMITED 

国・地域名 ニュージーランド 

都市名 ゴア 

所在地 P.O. Box 189 Gore, 301 Pioneer Highway, 4RD Gore, New Zealand 

設立年月 1993年 11月 

従業員数 137名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産 

事業内容 MDF製造 

 

海外事業所名 DAIKEN SARAWAK SDN. BHD. 

国・地域名 マレーシア 

都市名 サラワク州ビントゥル 

所在地 Lot 2069, Block 26, Kidurong Industrial Estate Kemena Land District, P.O. 

Box 1117 97008 Bintulu Sarawak, Malaysia 

設立年月 1994年 2月 

従業員数 195名 （うち日本人 4名） 

拠点形態 生産 

事業内容 MDF製造 

 

海外事業所名 DAIKEN MIRI SDN. BHD. 

国・地域名 マレーシア 

都市名 サラワク州ミリ 

所在地 Lot 825, Block 1, Kuala Baram Industrial Estate Cdt No. 121 Miri Sarawak, 

Malaysia 

設立年月 1996年 9月 

従業員数 202名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産 

事業内容 MDF製造 
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海外事業所名 CIPA Lumber Co. Ltd. 

国・地域名 カナダ 

都市名 ブリティッシュコロンビア州デルタ市 

所在地   

設立年月 1968年 4月 

従業員数 137名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産 

事業内容 単板製造 

 

海外事業所名 PACIFIC WOODTECH CORPORATION 

国・地域名 アメリカ 

都市名 ワシントン州バーリントン市 

所在地   

設立年月 1998年 1月 

従業員数 120名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産 

事業内容 構造用 LVL及びWood I-Joistの製造 

 

海外事業所名 シンガポール支店 

国・地域名 シンガポール 

都市名 シンガポール 

所在地 No8 Temasek Boulevard #43-01A, Suntec City Tower3 Singapore 038988 

設立年月  

従業員数 13名 （うち日本人 5名） 

拠点形態 販売 

事業内容 住宅建材販売 

 

海外事業所名 インドネシア事務所 

国・地域名 インドネシア 

都市名 ジャカルタ 

所在地 Ruko Bahan Bangunan Blok F7/1-2 Jl. Mangga Dua Raya, Jakarta Pusat 

10730 Indonesia 

設立年月 2012年 9月 

従業員数 5名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 住宅建材販売 

 

 

 

株式会社タカオカメガ 

海外事業所名 台灣高岡麥嘉股份有限公司 

国・地域名 台湾 

都市名 台中市 

所在地 台中市大雅区三和里春亭二街 42巷 9號 1楼 

設立年月 2011年 10月 

従業員数 1名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 日本製砥石の台湾現地販売 
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株式会社タカギセイコー 

海外事業所名 大連大顕高木模具有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 大連市 

所在地 遼寧省大連市保税区倉儲加工区 1C-31 

設立年月 2002年 12月 

従業員数 106名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産、販売、設計 

事業内容 各種金型の設計･製造･販売･修理、プラスチック部品の設計･成形･貿易 

 

海外事業所名 高和精工（上海）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市浦東新区合慶工業区東勝路 272号 

設立年月 2001年 1月 

従業員数 393名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 PC筐体用プラスチック部品の製造・販売 

 

海外事業所名 佛山市南海華達高木模具有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 佛山市 

所在地 広東省佛山市南海区(獅山鎮)松崗松夏工業園 工業大道西 

設立年月 1995年 12月 

従業員数 141名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産、販売、設計 

事業内容 各種金型の設計、製造、販売、修理、プラスチック部品の設計 

 

海外事業所名 高木汽車部件（佛山）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 佛山市 

所在地 広東省佛山市南海区(獅山鎮)松崗松夏工業園 創業路 

設立年月 2005年 2月 

従業員数 490名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 車両用プラスチック部品の製造・販売 

 

海外事業所名 武漢高木汽車部件有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 武漢市 

所在地 湖北省武漢市漢南区紗帽街興四路 150号 

設立年月 2014年 4月 

従業員数 329名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 車両用プラスチック部品の製造・販売 

 

 

 



 

41 

 

海外事業所名 高木精工（香港）有限公司 

国・地域名 香港 

都市名 香港 

所在地 香港新界荃湾美環街 1-6号 時貿中心 27楼１号室 

設立年月 1995年 2月 

従業員数 3名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 販売 

事業内容 プラスチック製品の委託加工販売・輸出入 

プラスチック原料及び加工品の販売･輸出入、金型の輸出入 

 

海外事業所名 THAI TAKAGI SEIKO CO., LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名 サムットプラカーン県、バーンサオトン市 

所在地 Inside AAPICO Plastics Public Company Limited, 358-358/1 Moo 17, 2nd 

Floor, Office Building, Bangphli lndustrial Estate, Theaparuk Road., Tambol 

Bangsaothong Amphur Bangsaothong, Samutprakarn 10540 

設立年月 2006年 5月 

従業員数 140名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 プラスチック部品の製造･販売、金型の販売、原料及びプラスチック部品生産用の部

品の販売 

 

海外事業所名 PT. TAKAGI SARI MULTI UTAMA 

国・地域名 インドネシア 

都市名 バンテン州、タンゲラン県 

所在地 Jalan Industri Raya IV Blok AF No.9-10 Kawasan Industri JATAKE，
Tangerang 15710，Banten 

設立年月 2003年 5月 

従業員数 1379名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 二・四輪・OA・家電部品用プラスチック部品の製造・販売 

 

 

 

 

 

 

タカノギケン株式会社 

海外事業所名 TAKANO (THAILAND) CO., LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名 ランプーン県 

所在地 ランプーン県北部工業団地 

設立年月 1991年 3月 

従業員数 357名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 電子部品（コネクタ・機構部品）、金型・設備製造 
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タカラ産業株式会社 

海外事業所名 蘇州宝富塑料制品有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 蘇州市 

所在地 江蘇省蘇州市高新区星豊路 25号 

設立年月 1994年 8月 

従業員数 166名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 プラスチック成形・金属加工品の製造販売 

 

海外事業所名 在ホーチミン市タカラ産業駐在事務所 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ホーチミン市 

所在地 4F, Unit # 402, CITY VIEW BUILDING, 12 Mac Dinh Chi, Dakao Ward 

District 1, Ho Chi Minh City, Vietnam 

設立年月 2014年 10月 

従業員数 2名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容  

 

立山酒造株式会社 

海外事業所名 駐在員事務所 

国・地域名 台湾 

都市名 台北市 

所在地 台北市中山區林森北路 452號 4F 

設立年月 2015年 7月 

従業員数 2名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 現地商流調査 

 

津根精機株式会社 

海外事業所名 TSUNE AMERICA LLC 

国・地域名 アメリカ 

都市名 インディアナ州 

所在地 12550 N Presidential Way, Edinburgh, IN 46124, U.S.A. 

設立年月 1996年 3月 

従業員数 28名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 金属切断機・鋸刃販売 

 

海外事業所名 TSUNE EUROPA GmbH 

国・地域名 ドイツ 

都市名 アルスドルフ 

所在地 Konrad-Zuse-Strasse 32, D-52477, Alsdorf, Germany 

設立年月 2014年 12月 

従業員数 1名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 金属切断機・鋸刃販売 
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海外事業所名 TSUNE SEIKI (THAILAND) CO., LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名 チョンブリ県 

所在地 65/47 Moo 4 Don Hua Lor, Amphur Muang Chonburi 20000, Thailand 

設立年月 2006年 2月 

従業員数 5名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 金属切断機・鋸刃販売 

 

TSK 株式会社 

海外事業所名 TSK Vietnam Co., Ltd. 

国・地域名 ベトナム 

都市名 フンイエン省 

所在地 Nghia Hiep, Yen My, Hung Yen 

設立年月 2013年 6月 

従業員数 80名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産、販売、市場開拓 

事業内容 物流包装の企画設計・製造・販売及び周辺サービス 

 

東亜電工株式会社 

海外事業所名 東亜国際股份有限公司 

国・地域名 台湾 

都市名 台中市 

所在地 台中市太平區新仁路一段 24號 

設立年月 1998年 7月 

従業員数 4名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 事務所 

事業内容 加工品及び機械部品の輸出入 

 

東邦工業株式会社 

海外事業所名 TOHO (THAILAND) Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 ラヨーン県 

所在地 7/435 Amata City Industrial Estate Moo 6 T. Mabyangporn A. Pluakdaeng 

Rayong 21140 Thailand 

設立年月 2015年 

従業員数 110名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 ラジアル軸受リテーナ製造 

 

海外事業所名 TOHO Poland Sp.zo.o. 

国・地域名 ポーランド 

都市名 ラドム 

所在地 Ul. Samorzadowa 12 26-601 Radom Poland 

設立年月 2002年 

従業員数 200名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 生産 

事業内容 ラジアル軸受リテーナ製造、自動車部品製造 
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トナミホールディングス株式会社 

海外事業所名 托納美物流（大連）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 大連市、上海市 

所在地 （本社）遼寧省大連市保税区南港路 18-2号Ｂ棟 701 

（上海事務所）上海市嘉定区励学路 399号 1棟号 

設立年月 2010年 12月 

従業員数 17名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 その他 

事業内容 国内運送・通関代理他 

 

海外事業所名 TONAMI (THAILAND) COMPANY LIMITED 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地 32 Viphavadi Rangsit Road, Jompol, Chatuchak, Bangkok 10900 Thailand 

設立年月 2010年 1月 

従業員数 5名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 その他 

事業内容 投資、物流コンサルティング 

 

海外事業所名 H&R Forwarding Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地 32 Viphavadi Rangsit Road, Jompol, Chatuchak, Bangkok 10900 Thailand 

設立年月 1992年 6月 

従業員数 20名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 その他 

事業内容 国内運送・フォワーディング業務 

 

海外事業所名 MAHAPORN TRANSPORT CO., LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名 チョンブリ県 

所在地 205/10 Moo 3 Laemchabang Industrial Estate, Tungsukla, Sriracha, 

Chonburi 20230 Thailand 

設立年月 2011年 5月 

従業員数 50名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 その他 

事業内容 国内運送 

 

富山住友電工株式会社 

海外事業所名 SEI Thai Electric Conductor Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 ラヨーン 

所在地 ラヨーン県アマタ工業団地ラヨーン 

設立年月 2014年 4月 

従業員数 100名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 アルミ線製造 
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株式会社トヨックス   

海外事業所名 TOYOX ASIA (THAILAND) CO., LTD. Bangkok Customer Support Center 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地   

設立年月 2015年 10月 

従業員数 5名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 バンコク カスタマーサポートセンター 

 

海外事業所名 TOYOX ASIA (THAILAND) CO., LTD. Amata Nakorn Factory 

国・地域名 タイ 

都市名 チョンブリ 

所在地 アマタナコーン工業団地 

設立年月 2012年 10月 

従業員数 30名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産 

事業内容 アセアン工場 

 

海外事業所名 TOYOX TRADING (THAILAND) CO., LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地   

設立年月 2006年 4月 

従業員数 20名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 タイ販売会社 

 

海外事業所名 TOYOX CO., LTD. Jakarta Representative Office 

国・地域名 インドネシア 

都市名 ジャカルタ 

所在地   

設立年月 2014年 8月 

従業員数 4名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 インドネシア ジャカルタ事務所 

 

海外事業所名 東洋克斯貿易（上海）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海 

所在地   

設立年月 2009年 5月 

従業員数 12名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 販売 

事業内容 上海販売会社 

 

 



 

46 

 

 

海外事業所名 東洋克斯貿易（上海）有限公司 大連分公司 

国・地域名 中国 

都市名 大連 

所在地   

設立年月 2010年 9月 

従業員数 1名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 大連支店 

 

海外事業所名 東洋克斯貿易（上海）有限公司 広州分公司 

国・地域名 中国 

都市名 広州 

所在地   

設立年月 2010年 9月 

従業員数 4名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 広州支店 

 

 

 

株式会社ナガエ   

海外事業所名 NAGAE VIETNAM Ltd. 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ドンナイ省 

所在地 Lot J-10, Long Duc, Industrial Park, Long Duc Ward, Long Thanh, DongNai, 

Vietnam 

設立年月 2013年 3月 

従業員数 100名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産 

事業内容 ダイカスト鋳造を中心とした金属製品製造業 

 

 

 

日本セック株式会社   

海外事業所名 NSEC Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地 98, Soi Phueng Mi 3, Bangchak, Prakanong, Bangkok 10260 Thailand 

設立年月 2008年 10月 

従業員数 4名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 LED式情報表示板の製造・販売 
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株式会社日本抵抗器製作所   

海外事業所名 解亜園（上海）電子製造有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 No.3&4 Standard factory, No.8 Rongxiang Road, Songjiang Export 

Processing Zone, Shanghai 201611 China 

設立年月 2001年 1月 

従業員数 200名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産 

事業内容 電子部品、電子機器の製造・販売 

 

海外事業所名 上海日抵抗器貿易有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 Room A713, Yin Hai Building, No.250 Caoxi Road, Shanghai 200233 China 

設立年月 1997年 1月 

従業員数 4名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 販売 

事業内容 電子部品、電子機器の販売 

 

海外事業所名 JRM (Thailand) Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 サムットプラカーン県 

所在地 2/3 Moo 14, Bangna Tower A, 2nd Floor, Unit No. 208, Bangna-Trad Rd., KM. 

6.5, Bangkaew, Bangplee, Samutprakarn 10540 Thailand 

設立年月 2015年 1月 

従業員数 4名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容 電子部品、電子機器の販売 

 

 

 

 

 

株式会社能作   

海外事業所名 能作貴稀金屬股份有限公司 

国・地域名 台湾 

都市名 台北市 

所在地 台北市中山區樂群二路 271 

設立年月 2020年 10月 

従業員数 7名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 販売 

事業内容  
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速水発条株式会社   

海外事業所名 速水弾簧制品（上海）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市嘉定区嘉定工業区北和公路 183号 10棟 

設立年月 2004年 12月 

従業員数 160名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産 

事業内容 ぜんまいの製造 

 

海外事業所名 珠海鴻聖金属工業有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 珠海市 

所在地 広東省珠海市金湾区金海岸金湖 12号 

設立年月 1999年 11月 

従業員数 30名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 ぜんまいの製造・販売 

 

海外事業所名 PT. Indonesia Power Spring 

国・地域名 インドネシア 

都市名 ブカシ 

所在地 Kawasan Industri Jababeka 6 Blok D3C, Jatireja, Cikarang Timur, Bekasi, 

17530 Indonesia 

設立年月 2012年 9月 

従業員数 15名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 ぜんまいの製造・販売 

 

海外事業所名 HS POWER SPRING MEXICO, S.A. DE C.V. 

国・地域名 メキシコ 

都市名 アグアスカリエンテス市 

所在地 Circuito Cerezos Sur #106, Parque Industrial San Francisco IV, San 

Francisco de los Romo, Aguascalientes, C.P. 20355, Mexico 

設立年月 2014年 10月 

従業員数 30名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産、販売 

事業内容 ぜんまいの製造・販売 

 

日嶋精型株式会社   

海外事業所名 Y.H SEIKO VIETNAM JSC 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ハノイ 

所在地 タンロン工業団地 

設立年月 2011年 8月 

従業員数 34名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産、販売、メンテナンス 

事業内容 金型製作 
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株式会社姫野精工所   

海外事業所名 MYNMAR SUN BELL CO., LTD. 

国・地域名 ミャンマー 

都市名 ヤンゴン 

所在地 Plot No.18, Lu Nge Gone Yaung Street, Myaung Tagar, Hmawbi, Yangon 

設立年月 2014年 1月 

従業員数 160名 

拠点形態 生産 

事業内容 CMPによる精密機械部品製造 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
ファインプラス株式会社   

海外事業所名 精塑汽配科技有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 恵州市 

所在地 広東省恵州市恵城区汝湖鎮成達工業園 

設立年月  

従業員数 244名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 電子部品の生産 

 

海外事業所名 蘇州凱旋機電元件有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 蘇州市 

所在地 江蘇省蘇州市相城区北橋鎮鳳北蕩路 98号 

設立年月  

従業員数 170名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 生産 

事業内容 金型製品の生産 

 

海外事業所名 Fineplas (Thailand) Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 ラヨン県 

所在地 Amata City Rayong Industrial Estate, No. 7/377 Moo.6, Tambol 

Mabyangporn, Amphur Pluakdaeng, Rayong Province 21140 Thailand 

設立年月 2013年 10月 

従業員数 83名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産 

事業内容 電子部品の生産 
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富源商事株式会社   

海外事業所名 FUGEN (THAILAND) CO., LTD. 

国・地域名 タイ 

都市名 パトゥムタニ県 

所在地 75/87 Moo 11, Phaholyothin Road, Tambol Klong Neung, Amphur Klong 

Luang, Pathumthani 

設立年月 2006年 6月 

従業員数 43名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 販売 

事業内容   

 

 

 

富士製薬工業株式会社   

海外事業所名 OLIC (Thailand) Limited ※子会社 

国・地域名 タイ 

都市名 アユタヤ県 

所在地  

設立年月 2012年に買収により子会社化 

従業員数 730名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産 

事業内容   

 

 

 

北陸アルミニウム株式会社   

海外事業所名 HOKURIKU ALUMINIUM VIETNAM CO., LTD. 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ドンナイ省 

所在地 Block no.5, Street no.4, Giang Dien Industrial Zone, Trang Bom district, 

Dong Nai Province, Vietnam 

設立年月 2013年 1月 

従業員数  

拠点形態 生産 

事業内容 アルミキャスト建材製品、インテリア製品、工業用品等の製造販売 

 

 

 

株式会社北陸銀行   

海外事業所名 ニューヨーク駐在員事務所 

国・地域名 アメリカ 

都市名 ニューヨーク 

所在地 780 Third Avenue, 28th Floor, New York, NY 10017 

設立年月 1977年 11月 

従業員数 2名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 現地国情報の収集、進出取引先企業への各種支援 
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海外事業所名 上海駐在員事務所 

国・地域名 中国 

都市名 上海 

所在地 上海市長寧区延安西路 2201号 上海国際貿易中心 6楼 602室 

設立年月 1994年 9月 

従業員数 2名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 現地国情報の収集、進出取引先企業への各種支援 

 

海外事業所名 大連駐在員事務所 

国・地域名 中国 

都市名 大連市 

所在地 遼寧省大連市西崗区中山路 147号 大連申貿大厦 7F 

設立年月 2011年 1月 

従業員数 2名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 現地国情報の収集、進出取引先企業への各種支援 

 

海外事業所名 シンガポール駐在員事務所 

国・地域名 シンガポール 

都市名   

所在地 6 Battery Road #15-02 Singapore 049909 

設立年月 1997年 9月 

従業員数 2名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 現地国情報の収集、進出取引先企業への各種支援 

 

海外事業所名 バンコク駐在員事務所 

国・地域名 タイ 

都市名 バンコク 

所在地 23rd Floor Unit2314, Bhiraj Tower at EmQuartier, 689 Sukhumvit Road, 

North Klongton, Wattana, Bangkok 10110 Thailand 

設立年月 2012年 3月 

従業員数 2名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 現地国情報の収集、進出取引先企業への各種支援 

 

海外事業所名 ホーチミン駐在員事務所 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ホーチミン 

所在地 Suite 1709, 17th Floor, Saigon Tower, 29 Le Duan Street, Ben Nghe Ward, 

District 1, Ho Chi Minh City, Vietnam 

設立年月 2021年 12月 

従業員数 2名 （うち日本人 1名） 

拠点形態 駐在員事務所 

事業内容 現地国情報の収集、進出取引先企業への各種支援 
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北陸電気工業株式会社   

海外事業所名 北陸（上海）国際貿易有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市龍華西路 585号 17A1 

設立年月 2002年 9月 

従業員数 20名 （うち日本人 4名） 

拠点形態 販売 

事業内容 電子部品販売 

 

海外事業所名 上海北陸微電子有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 上海市 

所在地 上海市青浦工業园区天盈路 428号 

設立年月 2004年 5月 

従業員数 303名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 生産 

事業内容 モジュール製品製造 

 

海外事業所名 天津北陸電気有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 天津市 

所在地 天津市津南区経済開発区内東区宝源路 38号 

設立年月 2004年 9月 

従業員数 125名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産 

事業内容 センサー、圧電部品製造 

 

海外事業所名 Hokuden (Malaysia) Sdn.Bhd. 

国・地域名 マレーシア 

都市名   

所在地 PTB111, 244-250 Jalan Tun Mutalib 3, 81440 Bandar Tenggara, Johor Darul 

Takzim, Malaysia 

設立年月 1994年 6月 

従業員数 530名 （うち日本人 4名） 

拠点形態 生産 

事業内容 スルホール基板製造 

 

海外事業所名 Hokuriku (Singapore) Pte., Ltd. 

国・地域名 シンガポール 

都市名   

所在地 2Jurong East Street 21 #02-85, IMM Building, Singapore 

設立年月 1979年 11月 

従業員数 12名 （うち日本人 2名） 

拠点形態 販売 

事業内容 電子部品販売 
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海外事業所名 HDK (Thailand) Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 アユタヤ県 

所在地 68 Moo 2, Hi-Tech Industrial Estate, T Bhanphao, A. Bangpa-In, Ayudthaya 

13160 Thailand 

設立年月 2007年 10月 

従業員数 281名 （うち日本人 4名） 

拠点形態 生産 

事業内容 モジュール製品製造 

 

 

 

 

株式会社マツダ   

海外事業所名 KOYO Marketing and Processing Asia 

国・地域名 タイ 

都市名 アマタ 

所在地 Amata City Chonburi Industrial Estate 700/38 Moo.6 

設立年月 2010年 7月 

従業員数 20名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産、販売、駐在員事務所 

事業内容 非鉄金属材料卸売、ヘッダーピン製造加工、スリット加工 

 

 

 

 

株式会社松村精型   

海外事業所名 松村精型（大連）有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 遼寧省大連市 

所在地 遼寧省大連市経済技術開発区 41 天華路 11号 

設立年月 2003年 7月 

従業員数 60名 （うち日本人 3名） 

拠点形態 生産、設計 

事業内容 二輪、四輪の鋳造用金型の設計・製造 

 

海外事業所名 Matsumura Seikei (Thailand) Co., Ltd. 

国・地域名 タイ 

都市名 チョンブリ県 

所在地 Amata Nakhorn Industrial Estate, 700/1017, Moo9, TB. Mabpong, AP. 

Panthong, Cholburi, 20160 Thailand 

設立年月 2016年 6月 

従業員数 33名 （うち日本人 5名） 

拠点形態 生産、設計 

事業内容 二輪、四輪の鋳造用金型の設計・製造 
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株式会社丸和   

海外事業所名 MARUWA JP CO., LTD. 

国・地域名 カンボジア 

都市名 プノンペン 

所在地 KHAN CHAMKAMORN 

設立年月 2019年 12月 

従業員数 1名  

拠点形態 現地法人 

事業内容  

 

 

 

株式会社リライエンス   

海外事業所名 Thai Riraiense Co., Ltd. パヤオ工場 

国・地域名 タイ 

都市名 パヤオ県 

所在地 353 Moo 3 Tambon Dokkhamtai Amphur Dokkhamtai Payao 

設立年月 2015年 1月 

従業員数 50名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 生産 

事業内容 縫製業 

 

 

 

株式会社林インターナショナル   

海外事業所名 大連日聯信息技術有限公司 

国・地域名 中国 

都市名 大連市 

所在地 遼寧省大連市西崗区新開路 99号 

設立年月   

従業員数 8名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 生産 

事業内容 プラスチック成型用金型、アルミダイキャスト用金型及び精密加工部品の製造 

 

 

 

若葉農業合同会社   

海外事業所名 チャン商店 

国・地域名 ベトナム 

都市名 ハノイ市（当時はビンフック市） 

所在地   

設立年月 2016年 3月 

従業員数 1名 （うち日本人 0名） 

拠点形態 その他 

事業内容 食品の日本への輸出 
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Ⅴ．調査結果の概要 

 

県内企業の海外進出状況調査に併せ、輸出入の状況、オンライン活用の状況、

世界的な脱炭素に向けた動きによる影響等について調査した。結果は次のとおり

であった。（具体的な設問内容については、巻末添付の調査票を参照のこと） 

 

〇海外拠点の設置状況 

 

●問１、問２ 2022 年３月１日現在の海外拠点設置状況について 

 

2022 年３月１日時点で、海外拠点が有ると回答した企業は 99 社あり、国・

地域別の拠点設置状況は３ページの表のとおりであった。 

  海外に拠点のある回答企業 99 社の内、「現状を維持する」と回答した企業は

82 社、「新たな拠点の設置を予定・計画している」と回答した企業は５社、「縮

小・撤退が必要と考えている」と回答した企業は 12社であった。 

  また、「現在、海外に拠点はないが、今後新たに設置したい」と回答した企業

は 21社である。 

 

 

 

●問２ 海外拠点の事業の形態（複数回答） 

 

海外拠点が有ると回答した企業の海外事業所の合計 309 か所の内、55.3%が販

売拠点、46.9%が生産拠点、7.8%が駐在員事務所であった。 

 

  ※1 か所の拠点で複数の機能を持つ場合は、それぞれの項目に足し合わせて集計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.9%

55.3%

7.8%

10.4%

生産

販売

駐在員事務所

その他 N=309 
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●問３ 海外拠点における「収益実績評価」（「生産」及び「販売」拠点について） 

 

海外拠点が有ると回答した企業の海外事業所のうち、それぞれ保有する「生産」

及び「販売」拠点の収益実績について、18.1％が「計画値を上回った」、35.7％が

「概ね計画どおり」と回答しており、回答企業が保有する「生産」及び「販売」 

拠点の内、半数以上が順調に経営されていることが分かった。一方、3 割弱

（28.6％）の拠点が「計画値を下回った」としている。 

また、回答企業の拠点設置数の上位国・地域（15 か所以上「生産」又は「販売」

拠点がある４カ国・地域）別に見たところ、「計画値を上回った」及び「概ね計画

通り」と回答した事業所について、タイでは７割近く（68.2％）となったが、中

国（台湾・香港を除く）及びアメリカについては、５割に満たない結果となった。

タイについては、2021 年半ばからのウィズコロナ政策によって社会経済活動が再

開し、自動車産業を中心とする製造業の好調が回答期間に続いたことがプラスの

影響を与えたと考えられる。一方、中国については、ゼロ・コロナ政策に伴う社

会経済活動の抑制が続いたことが、本結果の一因と考えられる。 

 

 

 

 

  

18.1% 35.7% 28.6% 17.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画値を上回った 概ね計画どおり 計画値を下回った 未回答 N=249

16.4% 30.1% 38.4% 15.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画値を上回った 概ね計画どおり 計画値を下回った 未回答 N=77

27.3% 40.9% 18.2% 13.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画値を上回った 概ね計画どおり 計画値を下回った 未回答 N=44

タイ

14.3% 33.3% 33.3% 19.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画値を上回った 概ね計画どおり 計画値を下回った 未回答 N=21

アメリカ

22.2% 27.8% 27.8% 22.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画値を上回った 概ね計画どおり 計画値を下回った 未回答 N=18

ベトナム

中国（香港・台湾を除く） 

全体 
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●問４ 今後、海外拠点を新規に設置する場合の進出予定国・地域（複数回答） 

 

進出予定国・地域について回答した企業（38 社）の約４割（42.1％）が「ベ

トナム」に関心を示しており、「中国(21.1％)」、「タイ（18.4％）」「インドネシ

ア(13.2％)」「インド(10.5％)」が続いている。 

前回調査時に引き続き、ベトナムへの関心の高さが明らかとなる結果となっ

た。また、前回調査時に５位だった中国が２位となる等、中国への関心が増加

していることが窺える。 

 

 ＜参考＞前回（2019）調査時の回答 

   

42.1%

21.1%

18.4%

13.2%

10.5%

7.9%

7.9%

5.3%

5.3%

5.3%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

10.5%

5.3%

ベトナム

中国

タイ

インドネシア

インド

マレーシア

シンガポール

台湾

米国

欧州

香港

韓国

フィリピン

ロシア

その他アジア

その他

48.5%

21.2%

18.2%

15.2%

12.1%

9.1%

3.0%

3.0%

3.0%

3.0%

3.0%

3.0%

0.0%

0.0%

6.1%

9.1%

ベトナム

タイ

インド

台湾

中国

米国

香港

韓国

インドネシア

フィリピン

シンガポール

ロシア

マレーシア

欧州

その他アジア

その他

N=33 

N=38 
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●今後、海外拠点を新規に設置する場合の拠点形式（全体及び上位３カ国） 

 

全体では、新規に設置する場合の拠点形式について「販売」拠点とする割合

（29.9％）が最も高く、続いて「生産」拠点（26.9％）、駐在員事務所（14.9％）

と続いた。一方、拠点形式について「未定」と回答した企業及び未回答の企業に

ついても 23.9%を占めている。 

全体と比較してベトナムについては、「生産（35.3％）」及び「販売（35.3％）」

拠点の割合が高くなり、両者に偏りは見られなかった。一方、中国については、

販売拠点を設置するとした回答企業割合が高く（37.5％）、また、タイについては

生産拠点と回答した企業の割合（44.4％）が高い結果となった。中国については、

市場としての魅力を感じ拠点の設置を検討している回答企業の割合が高いものと

思われる。 

 

 ※企業が同一地域において、複数の機能を持つ拠点を設置したいと回答している場合、それぞれの項目に

足し合わせて集計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.9%

35.3%

25.0%

44.4%

29.9%

35.3%

37.5%

22.2%

14.9%

11.8%

25.0%

11.1%

4.5% 23.9%

17.6%

12.5%

22.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

ベトナム

中国

タイ

生産 販売 駐在員事務所 その他 未定・未回答

N=67※ 

N=17※ 

N=8 

N=9※ 
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○輸出入の状況について 

 本調査での「輸出」「輸入」には、商社などを通じた間接輸出入を含んでいる。 

 

●問５ 輸出実施の有無 

  回答企業の約４分の１（27.2％）が輸出を実施している。また、今後、新た

に取り組みたい企業が 2.0％であった。前回と比較して輸出を実施している企

業の割合が 3.7 ポイント増加している。なお、前回調査時は輸出を実施してい

ないと回答した企業の内、22 社（製造業 14 社、非製造業８社）が今回の調査

では、輸出を実施していると回答した。 

 

製造業、非製造業別にみた場合、製造業では 35.6％の企業が輸出を実施して

いるのに対し、非製造業では 14.5％である。非製造業において、輸出を実施し

ている企業の割合が 7.2ポイント増加している。 

 

 

 

  

実施して

いる
27.2%

新たに取り

組みたい
2.0%

実施して

いない
70.8%

実施して

いる
35.6%

新たに取り

組みたい
2.5%

実施して

いない
61.9%

実施して

いる
14.5%

新たに取り

組みたい
1.6%

実施して

いない
83.9%

N=249 

実施して

いる
35.6%

新たに取り

組みたい
2.1%

実施して

いない
62.3%

N=382 

2020 年 3 月調査時 

実施して

いる
7.3%

新たに取り

組みたい
1.4%

実施して

いない
91.3%

2020 年 3 月調査時 

N=286 

非製造業 

製造業 

N=399 

N=636 

2020 年 3 月調査時 

実施して

いる
23.5%

新たに取り

組みたい
1.8%

実施して

いない
74.7%

N=668 
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●問６ 主要な輸出先国・地域（複数回答） 

 

輸出を実施していると回答した企業（173 社）の約半数（54.3％）が「中国」

への輸出を行っており、「台湾(23.7%)」「アメリカ（23.7％)」、「タイ(22.0％)」、

「韓国(19.1％)」が続いている。アジア圏について前回調査時に比べ、香港は

9.6 ポイント増、台湾は 2.7 ポイント増、マレーシアは 2.4 ポイント増と割合

が増加しているが、フィリピンは 3.4 ポイント減、ベトナムは 3.3 ポイント減、

韓国は 2.6 ポイント減と割合が減少している国も見られる。一方、欧米につい

ては、欧州が前回に比べ 3.3 ポイント減、アメリカが 1.8 ポイント減とともに

減少している。 

 
  

54.3%

18.5%

23.7%

19.1%

6.9%

6.9%

14.5%

1.7%

5.8%

22.0%

3.5%

4.1%

23.7%

13.9%

0.6%

5.8%

53.5%

8.9%

21.0%

21.7%

9.6%

4.5%

17.8%

5.1%

5.1%

21.0%

3.8%

4.5%

25.5%

17.2%

0.6%

5.1%

中国

香港

台湾

韓国

インドネシア

マレーシア

ベトナム

フィリピン

シンガポール

タイ

インド

その他アジア

アメリカ

欧州

ロシア

その他

※下段は、2020 年 3 月調査時 

           N=157 
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●問７ 今後の輸出市場として、最も重視する国・地域 

 

今後、最も重視する輸出市場としては、「中国」が 37.1％と最も多く、「アメ

リカ（12.9％)」、「ベトナム（10.6％）」、「台湾(5.9％)」「タイ(5.3％)」「欧州

(5.3％)」が続いている。引き続き中国が重要視されており、割合が前回に比べ

7.2 ポイント増加している。また、アメリカ、ベトナムについては問６におい

て、主要な輸出先国・地域に占める割合が減少しているにもかかわらず、最も

重視する国・地域としては割合が増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.1%

4.1%

5.9%

2.9%

1.8%

0.6%

10.6%

0.0%

1.2%

5.3%

2.4%

2.4%

12.9%

5.3%

0.0%

6.5%

29.9%

1.5%

8.8%

3.7%

3.7%

2.2%

10.2%

1.5%

0.7%

8.8%

3.7%

2.9%

11.0%

8.8%

0.0%

2.9%

中国

香港

台湾

韓国

インドネシア

マレーシア

ベトナム

フィリピン

シンガポール

タイ

インド

その他アジア

アメリカ

欧州

ロシア

その他

N=173 
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●問７ 最も重視する国・地域として選んだ理由 

 

 当該地域の需要の増加と回答した企業が最も多く（61.3％）次いで、収益性が

高いと回答する企業が続いた（13.1％）。その他の意見の中には、「文化的に日本

と共通性があり、取引しやすい」（繊維・織物業）等の文化的親和性に関するもの

や、「政治的安定」（食料品製造業）・「カントリーリスクが（他国に比べ）小さい」

（卸・小売業）といった地域情勢に注目したものがあった。 

 

  

61.3% 13.1% 12.6%

1.5%

2.5%

0.5%

5.5%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

当該国・地域の需要の増加

当該国・地域の収益性が高い

親会社や取引先日本企業の海外進出

当該国・地域の規則・法制度の変更

TPP11/RCEPなどFTA/EPAによる関税の撤廃・削減など

為替変動を考慮

その他

無回答

N=167
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●問８ 輸入実施の有無 

 

回答企業の内、24.3％が海外からの輸入を実施している。前回と比較して輸

入を実施している企業が 3.6 ポイント増加している。なお、前回調査時は輸入

を実施していないと回答した企業の内、29 社（製造業 24 社、非製造業５社）

が、今回の調査では輸入を実施していると回答した。特に化学（医薬）・プラス

チック業においては９社が輸入を「実施していない」から「実施している」へ

と回答を変更した。 

 

 

製造業、非製造業別にみた場合、製造業の 31.3％の企業が輸入を実施してい

るのに対し、非製造業では 13.5％である。どちらも、輸入を実施している回答

企業と割合が若干増加（製造業 3.8 ポイント、非製造業 2.0 ポイント増）して

いる。 

 

 

  

実施して

いる
24.3%

実施してい

ない
75.7%

実施して

いる
31.3%

実施してい

ない
68.7%

実施して

いる
13.5%

実施してい

ない
86.5%

N=638 

N=399 

製造業 

N=251 

非製造業 

実施して

いる
11.5%

実施してい

ない
88.5%

2020 年 3 調査時 

N=286 

実施して

いる
27.5%

実施してい

ない
72.5%

2020 年 3 調査時 

N=382 

実施して

いる
20.7%

実施してい

ない
79.3%

N=668 

2020 年 3 調査時 
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●問９ 主要な輸入先国・地域（複数回答） 

 

輸入を実施していると回答した企業の５割以上（56.1％）が「中国」を輸入

先として挙げており、「韓国（14.8％）」「ベトナム（14.8％）」が続いている。

前回調査時と比較して、輸入先としては、中国及び韓国、タイの割合が 5 ポイ

ント前後割合を減少させている。一方、ロシアは 3.8 ポイント増、ベトナムは

2.5 ポイント増とそれぞれ割合を増加させている。前回調査時に主要な輸入先

国・地域として割合の大きかった上位 3 カ国の中国、韓国、タイがいずれも割

合を減少させており、回答企業の輸入先国・地域の多様化が進んでいるものと

思われる。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56.1%

1.9%

14.2%

14.8%

5.8%

3.2%

14.8%

0.7%

2.6%

14.2%

4.5%

2.6%

12.9%

13.6%

4.5%

8.4%

62.3%

1.5%

16.7%

21.7%

5.8%

2.9%

12.3%

0.7%

1.5%

19.6%

3.6%

3.6%

13.8%

13.8%

0.7%

7.3%

中国

香港

台湾

韓国

インドネシア

マレーシア

ベトナム

フィリピン

シンガポール

タイ

インド

その他アジア

アメリカ

欧州

ロシア

その他

N=155 

※下段は、2020 年 3 月調査時 

                     N=138 
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○問 10 オンライン活用の状況について 

 

オンラインの活用状況について、越境 EC（自社サイト）、越境 EC（他社の国内

外の EC サイトに出店）、バーチャル展示会・見本市への出展、オンライン商談会

への参加と４つの項目について調査したところ、すべての項目で「利用したこと

がなく、今後も利用する予定はない」と回答した企業が６～７割を占める結果と

なった。一方、活用したことがあると回答した企業※については「利用を縮小す

る」、「現在は利用していない」より「今後も利用拡大を図る」、「今後も現状を維

持する」と回答した割合が高く、一度利活用を行った企業は継続して利用する傾

向があると思われる。またいずれの項目においても「利用したことがないが、今

後利用を検討している」と回答した企業の割合が７～11％と 1 割程度を占め、今

後の利用に向け一定割合の企業が関心を持っていることが窺える。 

製造業、非製造業別にみると製造業の方がいずれの項目でも活用をしている企

業の割合が比較的高く、自社で製造した商品の販売、販路開拓についてオンライ

ンの活用が進んでいると考えられる。 

 

※「利用したことがあり、今後も利用拡大を図る」、「利用したことがあり、今後も現状を維持する」、「利用

したことがあり今後は利用を縮小する」、「利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用す

る予定はない」と回答した企業の合計、以下同じ。 
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●越境 EC（自社のサイト）での販売 

 

回答企業の７割以上（76.3％）が「利用したことがなく、今後も利用する予定

はない」と回答。利用したことがある企業※は 4.7％。「利用したことはないが今

後利用を検討している」と回答した企業は 7.6％ 

 

 

製造業の回答企業の７割程度（72.4％）が「利用したことがなく、今後も利用

する予定はない」と回答。利用したことがある企業は 6.1％。「利用したことはな

いが今後利用を検討している」と回答した企業は 9.7％ 

 

非製造業の回答企業の８割以上（82.4％）が「利用したことがなく、今後も利

用する予定はない」と回答。利用したことがある企業は 2.4％。「利用したことは

ないが今後利用を検討している」と回答した企業は 4.7％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6%

1.5%

0.0%

0.6%

7.6%

76.3%

11.3%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答

3.7%

1.7%

0.0%

0.7%

9.7%

72.4%

11.7%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答

0.8%

1.2%

0.0%

0.4%

4.7%

82.4%

10.5%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答
N=256

N=646 

製造業 

非製造業 

N=402 
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●越境 EC（他社の国内外の EC サイトに出店）での販売 

 

回答企業の７割以上（73.7％）が「利用したことがなく、今後も利用する予定

はない」と回答。利用したことがある企業は 6.6％。「利用したことはないが今後

利用を検討している」と回答した企業は 7.7％ 

 

 

製造業の回答企業の７割程度（69.7％）が「利用したことがなく、今後も利用

する予定はない」と回答。利用したことがある企業は 7.9％。「利用したことはな

いが今後利用を検討している」と回答した企業は 9.5％ 

 

非製造業の回答企業の８割程度（80.1％）が「利用したことがなく、今後も利

用する予定はない」と回答。利用したことがある企業は 5.1％。「利用したことは

ないが今後利用を検討している」と回答した企業は 5.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3%

2.8%

0.3%

1.2%

7.7%

73.7%

11.9%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答

3.0%

3.2%

0.2%

1.5%

9.5%

69.7%

12.9%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答

製造業

N=402

1.6%

2.3%

0.4%

0.8%

5.1%

80.1%

9.8%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答 N=256

N=646 

非製造業 
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●バーチャル展示会・見本市への出展 

 

回答企業のおよそ７割（70.4％）が「利用したことがなく、今後も利用する予

定はない」と回答。利用したことがある企業は 6.2％。「利用したことはないが今

後利用を検討している」と回答した企業は 11.3％ 

 

 

 

製造業の回答企業の６割以上（64.9％）が「利用したことがなく、今後も利用

する予定はない」と回答。利用したことがある企業は 7.6％。「利用したことはな

いが今後利用を検討している」と回答した企業は 14.2％ 

 

 

非製造業の回答企業の８割弱（78.5％）が「利用したことがなく、今後も利用

する予定はない」と回答。利用したことがある企業は 4.3％。「利用したことはな

いが今後利用を検討している」と回答した企業は 7.0％ 

 

 

 

 

  

2.3%

2.6%

0.2%

1.1%

11.3%

70.4%

12.1%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答

3.2%

2.7%

0.2%

1.5%

14.2%

64.9%

13.2%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答

製造業

N=402

1.2%

2.3%

0.0%

0.8%

7.0%

78.5%

10.2%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答

非製造業

N=256

N=646 
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●オンライン商談会への参加 

 

回答企業の７割弱（66.7％）が「利用したことがなく、今後も利用する予定はな

い」と回答。利用したことがある企業は 1 割程度（10.6％）と、本問の選択肢の

中では最も多かった。「利用したことはないが今後利用を検討している」と回答し

た企業は 11.1％ 

 

 

製造業の回答企業の 6 割（60.0％）が「利用したことがなく、今後も利用する

予定はない」と回答。一方、1 割以上の企業（13.7％）が利用したことがあると

回答。「利用したことはないが今後利用を検討している」と回答した企業は

13.9％ 

 

非製造業の回答企業の 7 割以上（76.6％）が「利用したことがなく、今後も利

用する予定はない」と回答。利用したことがある企業は 7.4％。「利用したことは

ないが今後利用を検討している」と回答した企業は 6.6％ 

 

 

 

 

 

 

 

4.3%

4.8%

0.3%

1.2%

11.1%

66.7%

11.5%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

0. 無回答

5.7%

5.5%

0.5%

2.0%

13.9%

60.0%

12.4%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答

製造業

N=402

2.3%

4.3%

0.0%

0.8%

6.6%

76.6%

9.4%

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない

無回答

非製造業

N=256

N=646 



70 

●その他 

 

その他のオンラインの利用方法を「使用したことがある」のは８社、「今後検討

している」のは５社だった。 

利用方法の内容：オンラインセミナーの開催、オンライン商談会の開催、販売先とのオンライン会議、ZOOM

によるスタッフとの定時会議 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1社

7社

0社

0社

5社

0社

利用したことがあり、今後も利用拡大を図る

利用したことがあり、今後も現状を維持する

利用したことがあり、今後は利用を縮小する

利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない

利用したことがないが、今後利用を検討している

利用したことがなく、今後も利用する予定はない N=13 
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●問 11 海外ビジネスでオンラインを活用する上での課題（複数回答） 

 

 「各国の制度や規制に関する情報不足」（34.2％）、「担当する人材の不足」

（33.6％）、「現地語での対応」（33.6％）を課題に感じている。オンライン特有の

課題というより、海外ビジネスそのものに課題を感じており、結果としてオンラ

インの海外ビジネスへの活用も進んでいないものと思われる。なお、オンライン

特有の課題として具体的には「アフターフォロー」（その他製造業）、「距離感が近

くない」（食料品）などがあった。 

 

 

  

34.2%
22.9%

9.9%
14.2%

20.0%
16.4%

8.4%
7.3%

14.9%
22.4%

33.6%
33.6%

4.8%
24.0%

5.0%

各国の制度や規制に関する情報不足

物流、商品配送に係るリスク（破損、正確性）

利用・出展・参加費用の高さ

適切な出展形態やECサイトの選定の難しさ

物流コストの高さ

為替リスク

決済手段の少なさ、不便さ

通信環境・設備の準備や配備の不足

広報・認知度向上の難しさ

商談時の商品やサービスの紹介・交渉の難しさ

担当する人材の不足

現地語への対応

相手国との時差

特にない

その他
N=646 
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○問 12 世界的な脱炭素に向けた動きによる影響の有無 

 

「影響が出ている」（9.1％）又は「今後生じる事が予想される」（32.7％）と回

答した企業が合わせて４割を超える。特に製造業においては、その２つの回答が

合わせて 50％になる等、半数以上の企業が影響を感じている。一方、全体で「わ

からない」と回答した企業が４割近く（38.1％）、非製造業に限れば約５割

（48.8％）となる等、脱炭素の動きが自社の事業にどのような影響を与えるか検

討が進んでいない企業も多い。 

 
 

 
 

 
 

影響が出

ている
9.1%

今後生じる事

が予想される
32.7%

今後も生じる事

は予想されない
13.8%

わからない
38.1%

無回答
6.3%

影響が出てい

る

10.7%

今後生じる事が予想される

39.3%

今後も生じる事は予想

されない

12.7%

わからない

31.1%

無回答

6.2%
製造業

影響が出てい

る

6.6%

今後生じる事が予想さ

れる

22.7%

今後も生じる事は

予想されない

15.6%

わからない

48.8%

無回答

6.3%

N=646 

非製造業 

N=402 

N=256 
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●問 13 影響が出ている内容（複数回答） 

 

問 12において「既に影響が出ている」と回答した企業に対し、その内容につ

いて質問したところ、回答企業の５割以上（50.8％）が「脱炭素に対応するた

めの製造コストの増加」、次いで 25.4％が「取引先からの脱炭素化の方針への

準拠要請や問い合わせへの対応」を挙げており、企業活動にマイナスの影響が

出ていることが分かる。一方、２割以上（23.7％）が「脱炭素に対応した自社

製品の生産増加」と回答しており、企業活動にプラスとなっている面もすくな

からずあることが、回答から読み取れる。 

また、２割程度の企業が「脱炭素に対応した新製品の研究開発の促進」

（23.7％）や「自社製品の需要増に対応するための設備投資の増加」（18.6％）

を影響が出た項目として回答しており、既に脱炭素に向けた世界的な動きに呼

応して投資を行っている回答企業の存在も見て取れる。 

回答企業の具体的な影響として、「脱炭素に向け、高炉メーカの設備投資によ

る金属材料仕入れ費用が上昇」（金属機械）といった他社の動きに影響される形

でのコスト増を挙げる企業があった。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23.7%

23.7%

18.6%

0.0%

25.4%

50.8%

16.9%

6.8%

8.5%

5.1%

脱炭素に対応した新製品の研究開発の促進

脱炭素に対応した自社製品の生産増加

自社製品の需要増に対応するための設備投資の増加

自社製品の需要増に対応するための新規拠点の検討

取引先からの脱炭素化の方針への準拠要請や問い合わせへの対応

脱炭素に対応するための製造コストの増加

脱炭素の取組状況に応じた調達元・納入先の見直し

脱炭素に対応していない既存製造拠点の再編・廃止

脱炭素に対応していない投資計画の見直し・凍結

その他
N=59 



74 

●問 13 出ることが予想される内容（複数回答） 

 

問 12において「今は特に出ていないが、今後生じる事が予想される」と回答

した企業に対し、その内容について質問したところ、回答企業の６割弱

（57.3％）が「脱炭素に対応するための製造コストの増加」、次いで 50.7％と

半数以上が「取引先からの脱炭素化の方針への準拠要請や問い合わせへの対応」

を挙ており、影響を予想する企業の多くが脱炭素に向けた動きのマイナス面を

懸念していることが読み取れる。一方、「脱炭素に対応した自社製品の生産増加」

（10.4％）と回答した企業は１割程度であり、「既に影響が出ている」と回答し

た企業に比べ、脱炭素に向けたプラスの影響を意識している企業の割合は低い。 

また、２割程度の企業が「脱炭素に対応した新製品の研究開発の促進」

（22.3％）を予想される影響として回答しており、脱炭素に向けた動きへの投

資の必要性を認識している。 

回答企業の具体的な予想として、「事業活動で利用する電力に対し脱炭素化対

応を求められる場合は影響が予想される」（情報通信業）といったエネルギー源

に関わるものがあった。また自動車関係産業を中心に、「自動車部品受注減の予

想」（化学・プラスチック）、「エンジン部品が不要となる」（その他製造業）と

いった EVシフトに関連した影響を懸念する声が聞かれた。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.3%

10.4%

10.0%

1.9%

50.7%

57.3%

27.5%

7.1%

5.2%

4.3%

脱炭素に対応した新製品の研究開発の促進

脱炭素に対応した自社製品の生産増加

自社製品の需要増に対応するための設備投資の増加

自社製品の需要増に対応するための新規拠点の検討

取引先からの脱炭素化の方針への準拠要請や問い合わせへの対応

脱炭素に対応するための製造コストの増加

脱炭素の取組状況に応じた調達元・納入先の見直し

脱炭素に対応していない既存製造拠点の再編・廃止

脱炭素に対応していない投資計画の見直し・凍結

その他

N=211 
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○問 14 海外ビジネスを行う上での課題について（複数回答） 

 

「海外ビジネスを担う人材の育成・確保の難しさ」を挙げる企業が最も多く

（39.9％）つづいて「各国の制度や規制に関する情報不足」（36.4％）、「現地で

のビジネスパートナーの確保の難しさ」（34.2％）が挙げられた。具体的な意見

としては、「顧客開発段階からの参加に人材不足や言葉の壁がある」（電子部品）

や「リスク管理の問題」（輸送機械）があげられ、国内と異なる言語・商習慣に

対して、回答企業の多くがハードルを感じている。 

一方、「特にない」「その他」と回答した企業においては、「親会社の商社機能

を活用」（その他製造業）や「海外に事業所のある商社を通している為」（一般

機械）等、商社経由での取引に限定している場合や、そもそも拠点設置や輸出

入を実施していないため問題が生じていないと回答している場合があり、自社

で海外ビジネスに取り組んでいる企業で、課題がないとしている回答企業は少

数である。 

 

31.4%

36.4%

34.2%

31.0%

18.1%

7.1%

39.9%

20.0%

15.0%

23.1%

6.2%

現地情報の入手の難しさ

各国の制度や規制に関する情報不足

現地でのビジネスパートナーの確保の難しさ

現地における販路開拓の難しさ

必要な資金の不足

通信環境・設備の不足

海外ビジネスを担う人材の育成・確保の難しさ

コスト競争への対応の難しさ

製品・ブランドの認知度向上の難しさ

特にない

その他

N=646 
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富山県内企業の海外展開を支援するにあたり、その基礎資料として活用することを目的に、各企業様

の状況を伺っております。本調査結果は、統計的に処理した結果を当機構ウェブサイト等で公表いたし

ますが、原則として個別の回答を公表する事はございません。なお、問２で回答いただく海外拠点の概

要をとりまとめて掲載することについてご了承いただいた企業様の情報に限り、当機構ウェブサイト等

で公表させていただきます。 

 

本調査票は、インターネットからもダウンロードできます。 

【URL】https://www.near21.jp/kan/chosa2022.html 

お手数ですが、本調査票は、2022年 5月 13日（金）までに同封の返信用封筒によりご返送ください。
（郵送料当機構負担） 

回答日：2022年  月  日 

下記の設問に対してご記入、あるいは該当する項目の番号をお選びください。 

貴社名  

ご担当者 

氏名 
 

 

所属・ 

役職 
 

TEL  

所在地 
〒 

 

FAX  

EMAIL  

 

 

業種 

(主なものを

1 つお選びく

ださい) 

製
造
業 

１．食料品    ２．繊維・織物・アパレル ３．木材・家具  ４．パルプ・紙加工品 

５．印刷     ６．窯業・土石     ７．化学（医薬）・プラスチック 

８．金属製品  ９．一般機械       10．電子部品デバイス 

11．電気機械  12．輸送機械       13．精密機械      14．その他製造業 

非
製
造
業 

15．運輸業    16．建設業        17．卸・小売      18．金融保険業 

19．電気・ガス・熱供給業       20．鉱業・採石・砂利採取業    21．情報通信業 

22．不動産・物品賃貸業        23．学術研究・専門・技術サービス業 

24．宿泊業・飲食サービス業    25．生活関連サービス業・娯楽業 

26．教育学習支援業        27．医療・福祉  

28．複合サービス業        29．農・林・水産業    30. その他サービス 

 

問１ 現在（2022年３月１日時点）の海外拠点の設置状況をお答えください。 

該当する番号１つに○をお付けください。 

１．現在、海外に拠点があり、現状を維持する 

２．現在、海外に拠点があり、新たな拠点の設置を予定・計画している →問２へお進みください 

３．現在、海外に拠点はあるが、縮小、撤退が必要と考えている 

４．現在、海外に拠点はないが、今後新たに設置したい        →問４へお進みください 

  ５．現在、海外に拠点はなく、今後とも設置する予定はない      →問５へお進みください 

Ⅰ．貴社の概要について 

Ⅱ．海外拠点の設置状況等について 

※本調査でいう海外拠点とは、海外に所在する現地法人(合弁含む)、支店、営業所、駐在員事務所などを指します。 

2022年富山県企業海外展開実態調査 調査票 

https://www.near21.jp/kan/chosa2022.html
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問２【問１で「１．現在、海外に拠点があり、現状を維持する」「２．現在、海外に拠点があり、新たに

拠点の設置を予定・計画している」「３．現在、海外に拠点はあるが、縮小、撤退が必要と考えてい

る」と回答された方におたずねします。】 

現在行われている海外拠点での事業について、各事業の概要をお答えください。 

事業所数が多い場合は、お手数ですが本調査用紙をコピーしてご記入をお願いいたします。 

【記入例】 

海外事業所名 ○○有限公司  

拠点設置国 中国 

 都市名 上海市 

 所在地(団地名含む) 上海市□□開発区 

設立年月 1998 年 12 月 

従業員数(うち日本人) 100 名（うち日本人 5 名） 

拠点形態 １. 生産 ２. 販売 ３. 駐在員事務所 ４．その他（           ） 

事業内容 プラスチック成型 

 

事業所① 

海外事業所名  

拠点設置国  

 都市名  

 所在地(団地名含む)  

設立年月  

従業員数(うち日本人)   名（うち日本人  名） 

拠点形態 １. 生産 ２. 販売 ３. 駐在員事務所 ４．その他（           ） 

事業内容  

 

事業所② 

海外事業所名  

拠点設置国  

 都市名  

 所在地(団地名含む)  

設立年月  

従業員数(うち日本人)   名（うち日本人  名） 

拠点形態 １. 生産 ２. 販売 ３. 駐在員事務所 ４．その他（           ） 

事業内容  

 

事業所③ 

海外事業所名  

拠点設置国  

 都市名  

 所在地(団地名含む)  

設立年月  

従業員数(うち日本人)   名（うち日本人  名） 

拠点形態 １. 生産 ２. 販売 ３. 駐在員事務所 ４．その他（           ） 

事業内容  

※ 問２で回答いただいた内容を取りまとめて、当機構ウェブサイト等で公表することについて、 

ご了承いただけますか？いずれかに○をお付けください。 

      １．はい                  ２．いいえ 
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問３【問２「拠点形態」で「１．生産」及び「２．販売」を有していると回答された方におたずねしま

す。】当該拠点における「収益実績評価」について、該当する番号を以下の選択肢から選び、記入

してください。 

 事業所① 事業所② 事業所③ 事業所➃ 事業所➄ 事業所⑥ 事業所⑦ 事業所⑧ 

番号 

記入欄 
        

 事業所⑨ 事業所⑩ 事業所⑪ 事業所⑫ 事業所⑬ 事業所⑭ 事業所⑮ 事業所⑯ 

番号 

記入欄 
        

 

 

問４ 今後、海外拠点を新規に設置する場合の、進出予定国・地域を「別表１．国・地域分類表」より

選び番号（国名）を記入してください。また、拠点形態について該当するものをお選びください。 

 1 ２ ３ 

進出予定国 

又は地域名 
   

拠点形態 

（予定） 

 

１.生産 

２.販売 

３.駐在員事務所 

４.その他（     ） 

５.未定 

１.生産 

２.販売 

３.駐在員事務所 

４.その他（     ） 

５.未定 

１.生産 

２.販売 

３.駐在員事務所 

４.その他（     ） 

５.未定 

 

別表１．国・地域分類表 

 

 

問５ 貴社は現在、海外への輸出を実施していますか？いずれかに○をお付けください。 

１．輸出を実施している                   →問６へお進みください 

２．今後、新たに取り組みたい                →問７へお進みください 

３. 輸出を実施していない                  →問８へお進みください 

 

問６ 貴社の海外への輸出のうち、主要な輸出先国・地域を「別表１．国・地域分類表」より３つまで

選び番号を記入してください。 

 1 ２ ３ 

主要な輸出先国 

又は地域 

 

 

  

Ⅲ．輸出入の状況について 

※本調査でいう「輸出」「輸入」には、商社などを通じた間接輸出入を含みます。 

＜選択肢＞ 

１. 計画値を上回った ２.概ね計画どおり ３. 計画値を下回った 

１. 中国      ２. 香港     ３. 台湾    ４. 韓国 

５. インドネシア  ６. マレーシア  ７. ベトナム  ８. フィリピン 

９. シンガポール  10. タイ     11. インド    

12. その他アジア（国名も記入してください）      13. 米国 

14. 欧州（国名も記入してください）          15. ロシア    

16. その他（国名も記入してください） 
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問７ 今後の貴社の事業/製品の輸出市場として、最も重視する国・地域を「別表１．国・地域分類表）」

より１つ選び番号を記入してください。また、その理由について、該当する項目全てに〇をお付け

ください。 

最も重視する国 

又は地域 
 

理由 

１. 当該国・地域の需要の増加      ２. 当該国・地域の収益性が高い 

３. 親会社や取引先日本企業の海外進出  ４. 当該国・地域の規則・法制度の変更 

５. TPP11/RCEPなど FTA/EPAによる関税の撤廃・削減など 

６. 為替変動を考慮 

７. その他（                      ） 

 

問８ 貴社は現在、海外からの輸入を実施していますか？いずれかに○をお付けください。 

１．輸入を実施している                   →問９へお進みください 

２．輸入を実施していない                  →問 10へお進みください 

 

問９ 貴社の海外からの輸入のうち、主要な輸入先国・地域を「別表１．国・地域分類表」より３つま

で選び番号を記入してください。 

 1 ２ ３ 

主要な輸入先国 

又は地域 
   

 

 

問 10 貴社の海外ビジネスにおけるオンラインの取組について、最も当てはまる番号を以下の選択肢か

ら選び、記入してください。 

   取組 番号記入欄 

１．越境 EC※（自社のサイト）での販売  

２．越境 EC※（他社の国内外の ECサイトに出店）での販売  

３. バーチャル展示会・見本市への出展  

４．オンライン商談会への参加  

５．その他（                     ）  

  ※ 越境 ECとは、インターネットを活用して、国境を越えて商取引を行う行為を指します。 
   

 

 

Ⅳ．オンライン活用の状況について 

＜選択肢＞ 

１. 利用したことがあり、今後も利用拡大を図る 

２. 利用したことがあり、今後も現状を維持する 

３. 利用したことがあり、今後は利用を縮小する 

４. 利用したことがあるが、現在は利用しておらず、今後も利用する予定はない 

５. 利用したことがないが、今後利用を検討している 

６. 利用したことがなく、今後も利用する予定はない 
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問 11 海外ビジネスでオンラインを活用する上での課題について、該当する項目全てに〇をお付けく

ださい。 

１. 各国の制度や規制に関する情報不足   ２. 物流、商品配送に係るリスク（破損、正確性） 

３. 利用・出展・参加費用の高さ      ４. 適切な出展形態や ECサイトの選定の難しさ 

５. 物流コストの高さ           ６. 為替リスク 

７. 決済手段の少なさ、不便さ       ８. 通信環境・設備の準備や配備の不足 

９. 広報・認知度向上の難しさ       10. 商談時の商品やサービスの紹介・交渉の難しさ 

  11. 担当する人材の不足          12. 現地語への対応 

  13. 相手国との時差            14. 特にない 

    15. その他（                                   ） 

 

問 12 世界的な脱炭素に向けた動きが貴社の事業に与える影響について、いずれかに○をお付けください。 

１．既に影響が出ている                    

２．今は特に出ていないが、今後生じる事が予想される     →問 13へお進みください 

３. 今は特に出ておらず、今後も生じる事は予想されない   

４. わからない                       →問 14へお進みください 

 

問 13 【問 12で「１．既に影響が出ている」「２．今は特に出ていないが、今後生じる事が予想される」

と回答された方におたずねします。】 

脱炭素に向けた動きが貴社の事業に与える影響について、影響が出ている/出ることが予想される

内容について、該当する項目全てに〇をお付けください。 

１. 脱炭素に対応した新製品の研究開発の促進 

２. 脱炭素に対応した自社製品の生産増加 

３. 自社製品の需要増に対応するための設備投資の増加 

４. 自社製品の需要増に対応するための新規拠点の検討 

５. 取引先からの脱炭素化の方針への準拠要請や問い合わせへの対応 

６. 脱炭素に対応するための製造コストの増加 

７. 脱炭素の取組状況に応じた調達元・納入先の見直し 

８. 脱炭素に対応していない既存製造拠点の再編・廃止 

９. 脱炭素に対応していない投資計画の見直し・凍結 

10. その他（                                   ） 
 

【以下、全ての事業所におたずねします。】 

問 14 貴社が海外ビジネスを行う上での課題（海外ビジネスを行っていない場合は、行わない理由）に

ついて、該当する項目全てに〇をお付けください。 

１. 現地情報の入手の難しさ           ２. 各国の制度や規制に関する情報不足 

３. 現地でのビジネスパートナーの確保の難しさ  ４. 現地における販路開拓の難しさ 

５. 必要な資金の不足              ６. 通信環境・設備の不足 

７. 海外ビジネスを担う人材の育成・確保の難しさ ８. コスト競争への対応の難しさ 

９. 製品・ブランドの認知度向上の難しさ     10. 特にない 

11. その他（                                     ） 

 

Ⅴ. 世界的な脱炭素に向けた動きによる影響等について 

Ⅵ．海外展開に係る課題や支援について 



2022年富山県企業海外展開実態調査 

 6 

＜調査元＞ 

(公財)富山県新世紀産業機構 アジア経済交流センター 

富山県商工労働部立地通商課                           

※本調査に関するお問い合わせは、(公財)富山県新世紀産業機構 アジア経済交流センターまで 

お願いいたします。 

【連絡先】TEL:076-432-1321 FAX:076-432-1326 

 

■ 個人情報保護について 

ご提供いただいた情報については、「公益財団法人 富山県新世紀産業機構個人情報保護規程」に

基づき、適正に管理運用させていただきます。本調査結果は、統計的に処理した結果を当機構ウェ

ブサイト等で公表いたしますが、原則として個別の回答を公表する事はございません。なお、問２

で回答いただく海外拠点の概要をとりまとめて掲載することについてご了承いただいた企業様の

情報に限り、当機構ウェブサイト等で公表させていただきます。 

問 15 富山県や当機構が行う海外展開に係る支援についてのご意見やご要望がございましたら、ご自由

にお書きください。 

（例： 相談窓口の充実、現地市場調査に対する財政的支援、海外投資セミナーの開催 等） 

 

 

 

 

以上で調査は終了です。ご協力いただき誠にありがとうございました。 

 

tel:076-432-1321
tel:076-432-1326

